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行政委員の報酬制度について
安　　藤　　高　　行
はじめに
　周知のように最高裁第一小法廷は平成23年12月、滋賀県知事に対し、同知
事が滋賀県労働委員会、収用委員会、選挙管理委員会の各委員に月額報酬を支
給していることは違法であるとして、その支出の差止めを求めた訴えを退け
た（１）。１審大津地裁は原告の請求を全面的に認容し（２）、２審大阪高裁も選挙
管理委員会委員長を除いては１審判決を支持したから（３）、最高裁判決は逆転
判決となったわけである（正確にいうと、滋賀県では２審判決後労働委員会と
収用委員会の委員については日額報酬制に変更されたため、最高裁判決では依
然月額報酬が支給されている選挙管理委員会委員のみが対象となっている）。
　この地方公共団体のいわゆる行政委員会の委員（本稿では表題も含めてしば
しば単に「行政委員」という）の報酬制度の問題は１審判決以来とりわけマス
コミや住民運動の関係者の間で大きな関心を呼び、盛んな論議が展開されてき
た。しかしそのほとんどは１審判決や２審判決をそのまま受容し、現行の月額
報酬制あるいはその額を勤務日数（時間）と数字的に比較して批判するもので
あり、１審判決や２審判決の内容を法的に精確に検討したものはほとんど見当
たらなかった。要するに落着いた法的論究はなされないまま、１審判決や２審
判決の結論を根拠に、勤務量とは不釣合いな高額の報酬を貪っている役職者と
して行政委員が批判の対象とされたのである。
　筆者はそうした風潮にいささか疑問を感じ、１審判決後『月刊労委労協』第
639号に掲載した「労働委員会の委員の報酬について」と題した論稿で、地方
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自治法の行政委員等の報酬に関する規定の改正の経緯や行政委員会の地方自治
法上の位置づけ等も考慮してことを論ずべきことを主張し、こうした観点から
すれば１審判決には問題点が多く、支持し難いことをのべた。また最高裁判決
後同じく『月刊労委労協』672号に掲載した「行政委員会委員の報酬に関する
最高裁判決について」と題した論稿でも、同様の立場から１、２審判決を批判
し、最高裁判決を支持する旨をのべた。
　したがって筆者の行政委員の報酬制度に関する基本的な考え方はすでにこの
『月刊労委労協』掲載の２つの論稿でのべられているのであるが、ただ同誌は
法学専門誌ではないため、筆者の論述も細かい専門的な説明は抑え気味にし、
また余談的なことも混じえるなど、いくらか非専門家向けの評論的なものと
なっている。そこで本稿では行政委員の報酬制度をめぐる問題をより法的に精
確に考察して、上記の２つの論稿を法理論的に補い、筆者の考えを全面的に示
すことにしたい。
１　行政委員の報酬に関する規定の変遷と支出差止めの訴え
⑴　行政委員の報酬に関する現行の規定
行政委員の報酬に関する現行の規定は地方自治法203条の２であり（なお以
下では地方自治法の条項に言及する場合は、法令名は省略してただ条項数のみ
を記す）、そこでは１項で、「普通地方公共団体は、その委員会の委員、非常勤
の監査委員その他の委員、自治紛争処理委員、審査会、審議会及び調査会等の
委員その他の構成員、専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、
開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間勤
務職員を除く。）に対し、報酬を支給しなければならない」と報酬支給の原則
が定められ（いうまでもなく、ここで最初に挙げられている「委員会の委員」
が本稿でいう行政委員である―なお委員会組織をとらない監査委員も便宣上そ
れと同一視する）、次いで２項でその支給方法について、「前項の職員に対する
報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定めを
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した場合は、この限りでない」と定められている。もっとも滋賀県知事に対し
支出の差止めを求める訴えが提起された平成19年当時はこの203条の２はなく、
203条１項で、議会の議員や行政委員等の非常勤職員には報酬が支給されるべ
きことが定められ、２項で、「前項の職員の中議会の議員以外の者（すなわち
現行の203条の２第１項に掲げられている行政委員等の非常勤職員―筆者）に
対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。但し、条例で特別の定
をした場合は、この限りでない」とされていたが、平成20年にこうした203条
が203条と203条の２に分けられて、現行の規定のように改められた（以下この
平成20年改正前の、203条の２と分けられていない203条を「前203条」という）。
　つまり前203条は議会の議員に関する部分だけが残されて現行の203条とな
り、「議会の議員」以外の行政委員等の非常勤職員（以下「非常勤職員」とい
う場合は原則としてこうした議会の議員以外の非常勤職員を指す）に関する前
203条の部分はかっこ書きの追加や仮名づかいの変更等を施されつつ、内容は
そのままに、現行の203条の２となったのである。
　したがって平成20年の議員や行政委員等の非常勤職員の報酬に関する規定
＝前203条の改正は、改正とはいうものの、形式的なものにすぎず、制度その
ものは平成20年改正前のそれ（後に示すように昭和31年に制度が定まった）が
そのまま維持されて今日に至っているわけである。これを改めて上にのべたよ
うな意味での非常勤職員にしぼって要約すれば、非常勤職員には報酬が支給さ
れるべきこと、その支給の方法は原則日額報酬制であるが、条例でそれと異な
る特別の定めをした場合はその方法（具体的には月額報酬制あるいは年俸制と
いうことになろう）によることができるというのが、その報酬制度ということ
になる。
⑵　行政委員の報酬に関する従前の規定
　しかしすでに指摘したように上に見たような現在の非常勤職員の報酬の仕組
みは昭和31年に出来上ったのであり、昭和22年の地方自治法制定当時、あるい
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は後にのべるように執行機関としての行政委員会の設置について地方自治法に
明文の規定が置かれた昭和27年の改正時からそうした仕組みが定められてい
たわけではなかった（もっとも念のためいえば、例えば都道府県労働委員会は
旧労働組合法に基づきすでに昭和21年に発足するなど、行政委員会そのものは
個別法により昭和27年前から存在していた）。
　当初地方自治法は議会の議員や非常勤職員の報酬について、203条１項で、
「普通地方公共団体は、その議会の議員、選挙管理委員、議会の議員の中から
選任された監査委員、専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投票立会
人、開票立会人及び選挙立会人に対し、報酬を支給しなければならない」と規
定し、２項と３項でそれぞれ（もっとも項番号は付されていない）、「前項の者
は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる」、「報酬及び費用
弁償の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない」と定め
ていた（当時は地方自治法第二編第七章の普通地方公共団体の執行機関の箇所
で長と並んで挙げられていたのは、選挙管理委員会と監査委員のみであった）。
　そのうち１項は昭和27年、「普通地方公共団体は、その議員、委員会の委員、
非常勤の監査委員その他の委員、自治紛争調停委員、審査会、審議会及び調査
会等の委員その他の構成員、専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投
票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職員
に対し、報酬を支給しなければならない」と改められた。すなわち上にのべた
ように、この年に、「普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団
体の長の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く」と定める
138条の４が新設され、また、「執行機関として法律の定めるところにより普通
地方公共団体に置かなければならない委員会は、左の通りである」として、す
でに執行機関とされていた選挙管理委員会と監査委員に加えて教育委員会や人
事委員会等を列挙した180条の４（現180条の５）が設けられて、地方行政組織
上すべての行政委員会が長と共に執行機関としての地位を持つことが法的に明
確にされたのを受けて、それらの委員会の委員を含み、また附属機関としての
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委員会等（この附属機関としての委員会等の設置についても新設の138条の４
が定めている）の委員等も含むよう１項の対象者の範囲が拡大されたのである
（同時に203条が非常勤職員を対象とする規定であることも明らかにされた）。
なお２項と３項は項番号が付されたほかは、従前のとおりとされ、こうした前
203条のように日額報酬制の原則を謳う条項を持たない203条が昭和27年から
次にのべる31年改正まで続いた（この昭和27年から31年までの、日額報酬制の
定めを含まない203条を以下「旧203条」という）。
　また本稿と直接関わるわけではないが、以下の行論の必要上併せてふれてお
くと、長及び常勤の職員の給料と旅費については204条で定められ、その1項で
これらの職員に給料及び旅費が支給されるべきこと、２項でそれらの額及び支
給方法は条例で定めるべきことが規定されていた（これも昭和27年に対象者に
ついて改正がなされ、さらに昭和31年に改正があるので、この昭和27年から31
年までの204条を「旧204条」という）。
　やや煩雑なので以上にのべた昭和31年前の状況（すなわち現在の制度以前の
制度）をまとめると、203条（旧203条）が地方公共団体の議会の議員及び行政
委員等の非常勤職員に報酬と費用が支給されるべきこと、ならびにその額と支
給方法は条例によるべきことを定め（このように議員と行政委員等の他の非常
勤職員の報酬制度を合わせて203条で規定すること自体は、すでにのべたよう
に平成20年の改正まで続いた）、204条（旧204条）が地方公共団体の長と常勤
の職員に給料及び旅費が支給されるべきこと、ならびにその額と支給方法は条
例によるべきことを定め、それ以上の細かなこと、あるいは具体的なことにつ
いては定めがなかったということである。このことは報酬、費用、給料、旅費
についての細目は各地方公共団体の判断に委ねられることを意味していたわけ
であるが、本稿に即していえば、こうした各地方公共団体の判断に委ねられた
事項の１つが、行政委員の報酬の具体的な支給方法だったのである。
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⑶　204条の２の新設
　以上の⑵でのべたことが地方公共団体の常勤・非常勤の職員の給料・報酬
等に関する昭和31年前の地方自治法の規定の概要であるが、この場合、旧203
条にいう非常勤職員に対する「報酬」や旧204条にいう常勤職員に対する「給
料」は支給される給与のすべての謂ではなく、それぞれの労務に対する対価を
いい、それに手当等を加えたものが「給与」ということになると解されていた
（こうした用語法は現在まで一貫している）。そのため報酬や給料等の額や支
給方法は条例で定めるべきこととしていた旧203条３項と旧204条２項は常勤、
非常勤の職員に対するすべての給与について条例で決めることまで求めたもの
ではなく、その中の報酬と給料については条例で定めることを求めたものであ
り、その他の給与についてはこうした要請は及ばないと解し得る余地が生じる
ことになり、実際にも実務上は一般にそうした解釈がとられ、またそうした解
釈を支持する判例もあった（４）。
　ただ常勤の職員のうち一般職の職員については別に地方公務員法24条６項
で、給与
4 4
、勤務時間その他の勤務条件は条例で定めるとされ、また25条１項で
も、職員の給与
4 4
は給与
4 4
に関する条例に基づいて支給すべきこと、条例に基づか
ずにはいかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならないことが定められて
いたから、旧204条の対象である職員の大部分については結局いかなる種類の
給与であれ、条例で定めることが必要であったが、この場合でも法理論上は条
例で定めさえすれば、どのような種類の給与をどのような方法で支給しても差
し支えないことになり、地方公務員法24条６項や25条１項が適正な給与支給の
充分な担保となり得るか疑問視されていた。
　さらに旧203条の適用対象である特別職の職員（及び旧204条の対象職員のう
ちの特別職の職員）については、上記の一般職の職員に関する地方公務員法24
条６項や25条１項のような規定がなかったため、これも法理論的には先に示唆
したようにそもそも報酬や給料以外の給与は条例によらずに支給することも可
能と解されていた（なお旧203条の対象に一般職の非常勤の職員が含まれるか
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どうか、つまり旧203条は―この点では前203条や現203条の２も同じであるが
―非常勤の特別職の職員のみを対象としたものかについては、やや曖昧な面も
あるが（５）、そのことは本稿には直接関わりはないので、ここではふれない）。
　そこでこうした地方公共団体の職員の給与制度の不備（筆者自身は後にも若
干のべるように、例えば給与を条例で定めるとだけしていることが不適切な支
給につながる不備であるとは考えないが、当時はそうみなされていたようで
ある）を是正するため、昭和31年、「普通地方公共団体は、いかなる給与その
他の給付も法律又はこれに基く条例に基かずには、これを第203条１項の職員
（すなわち議会の議員と行政委員等の非常勤職員―筆者）及び前条第１項の職
員（すなわち長及びその他の常勤の職員―筆者）に支給することができない」
とする204条の２の新設が提案され、成立した。すなわちこの規定によって従
来のように条例に基づかずに報酬・給料以外の給与が支給され得るとされたり
（特別職）、条例で自由に給料以外の給与の種類を定め得る（一般職）とされる
ことがなくなったのである。給与は必ず条例に基づくこと、及びその給与の種
類は法律で定められたものに限られ、条例で自由に定めてはならないことが規
定されたわけである（したがってこの204条の２の新設に関連して、扶養手当、
調整手当、住居手当、退職手当等、長や常勤の職員に対し給料以外に普通地方
公共団体が支給することができる給与の種類を限定列挙した項が204条に２項
として加えられ、給与や旅費については条例で定めるべきことを規定していた
旧204項２項は３項となった。同様に先にのべたように１及至３項であった旧
203条も１及至５項と改められ、その４項で新たに議会の議員に対し期末手当
を支給することができる旨が定められるとともに、次にのべるような問題の２
項の挿入に伴い、費用弁償について定めていた２項は３項となり、報酬や費用
の支給方法等は条例で定めるべきことを規定していた３項は５項となった。な
お行政委員等の非常勤職員についてはこの31年の改正でも報酬の支給と費用
の弁償のみが定められ、その他の給与は一切認められていない）。
　以上昭和31年の改正についてのべてきたことの大部分は昭和28年長野士郎
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氏を代表とする当時の自治庁の10名のスタッフによって著わされ（ただし長野
士郎著と表記されている）、その後地方自治法の改正に対応してしばしば版が
改められた『逐条地方自治法』によるものであるが、同書にはこうした204条
の２の新設とそれに伴う旧203条と旧204条の改正（前203条４項や204条２項
の新設）の経緯をまとめて説明している部分があり、またそれは今後の検討に
も関係があるので、少し長くなるが、当該部分全文をそのまま引用しておこう。
すなわち同書は204条の２の〔解釈〕において、「従来、地方公務員法上は一般
職の職員については、その給与は条例で定める建前にはなっていた…が、特別
職の職員については、なんらこのような建前は規定されておらず、また、地方
自治法においても、非常勤職員に対しては報酬及び費用弁償…、常勤職員に対
しては、給料及び旅費…の支給を義務づけ、それぞれ当該条文において、これ
らのものについてはその額並びに支給方法を条例で定めることは要求していた
が、これらの種類の給与以外の給与その他の給付については、なんら規定がな
かった。したがって一般職の職員については、条例で規定しさえすれば如何な
る種類の給与をどのような方法で支給しても差しつかえなく、また、特別職の
職員については、条例の規定すらも必要とせず、単なる予算措置のみで極めて
曖昧な給与が支給されていても、適当不適当の問題は別としてなんら違法の点
はなかったため、一般職及び特別職を通じて、給与の実態は地方公共団体ごと
に極めて区々であり混乱していた。このような給与体系の欠陥を抜本的に一掃
すべき意味の改正が行われたのであり、本条の新設は第203条及び第204条（本
稿でいう旧203条、旧204条―筆者）の改正と相まって、給与体系の公明化を
図ったものである」とのべているのである（６）。
　これで法律又はこれに基づく条例に基づかずにはいかなる給与その他の給付
も職員に支給することはできないという204条の２の新設やそれに伴う旧203
条及び旧204条の改正の理由は一応理解できるが（一応というのは、すでに示
唆したように、こうした、条例に委ねるとするだけでは適切妥当な条例が制定
される保証はないとか、地方公共団体の判断に委ねるとだけしていたら、不当
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な措置がとられるおそれがあるといわんばかりの理由に、今日からすればかな
り疑問が感じられるからである。また報酬や給料の支給方法は条例で定めなけ
ればならないとしていた旧203条３項や旧204条２項等を根拠に、すでにこの給
与の公明化の趣旨は地方自治法に含まれていたという理解も成り立たないわけ
ではなく、こうした立場からすれば、新設された204条の２は確認的立法とい
うことになるが、通説は上に見たように旧法にはそうした趣旨までは含まれて
いないとしていた―したがって、こうした立場からすれば204条の２は創設的
規定ということになる）、本稿にとって重要なのは昭和31年の改正ではこうし
た204条の２の新設やそれに伴う旧203条及び旧204条の改正とは趣旨を異にす
る改正も行われていることである。
　それがすなわち旧203条２項を３項とし、新たに２項として、「前項の職員
の中議会の議員以外の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給す
る。但し、条例で特別の定をした場合は、この限りでない」という規定を挿入
するという改正であり、前述のように平成20年に203条と203条の２に分けら
れるという条文番号の変更や仮名づかい等の若干の手直しはあったものの、基
本的にはこの規定が現在まで続いているのである（なお念のためいうと、204
条については昭和31年以降若干の文言の変更はあったが、203条の場合のよう
な条文番号の変更はない）。本稿が対象とする争訟はこうした旧203条に新たに
加えられた条項（前203条２項）に由来するものであるが、そのことをややく
わしく説明すれば次のようになる。
⑷　前203条２項の成立と争訟の発生
　この地方公共団体の非常勤職員に対する報酬の支給方法を原則日額報酬制と
するという前203条２項は政府の提案に基づくものであるが、その際の政府の
提案理由は、国家公務員の給与制度では給与（本稿の用語法で正確にいえば、
給与から費用、旅費、手当等を差引いた部分＝報酬や給料）は職務に対する対
価であり、勤務の実際に応じて支給されるべきものとの考えに基づき、常勤職
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員については月給ないし年俸で、非常勤職員については勤務日数に応じて支給
されており、この当然の給与の建前を地方公務員の給与制度にも導入しようと
するものであるということであった。要するに政府は国家公務員の給与制度と
地方公務員の給与制度の基本的な部分を一致させること、すなわち公務員の給
与制度について、国と地方に共通の筋を立てることを月額報酬制導入の提案理
由としたのである。
　これはその意味するところ自体は理解できるが、上にのべたもう１つの改
正である204条の２の新設の場合と比べてみると、提案された２項が存在しな
かったこと（すなわち日額報酬制が明記されていなかったこと）により、これ
まで弊害や混乱が生じていたとの特段の指摘は見られず、そのため204条の２
の提案の趣旨と異なり、もっぱら国と地方の制度の統一という理念的な意義が
強調されているという印象を受ける。いい換えると、204条の２の新設には一
応給与体系の公明化という具体的意義や必要性があったとしても、前203条２
項に係る政府提案にはそうした具体的意義や必要性が伴っているようには見え
ず、そもそもそうした説明もなかったのである。
　この昭和31年の地方公共団体の職員の給与に係る地方自治法の条項の改正
の際自治庁の行政課長であり、前出の『逐条地方自治法』の執筆者の一人でも
ある降矢敬義氏は改正法施行後（施行日は昭和31年９月１日）間もなく著さ
れた同氏著の（もっともこの著書も実際には氏を含む８名の自治庁のスタッフ
の共同執筆になることが「はしがき」に記されている）『改正地方自治法詳解』
において、「地方公共団体の職員に対する給与については、地方公務員法の規
定の適用を受ける一般職の職員については、従来から同法第24条第６項及び第
25条第１項の規定により条例で定める建前ではあったが、この規定は特別職の
職員については適用されないものであり、特別職については改正前の本条（旧
203条一筆者）を根拠として報酬等は条例で定めることとされていても、条例
に基づかない他の給与を支給することは敢て違法とはいえなかった。また条例
を制定して職員に給与を支給する場合も、如何なる種類の給与をどれだけ、ど
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のような方法で支給しても、適不適の問題はともかく、違法の問題は生じな
かった。従って地方公共団体ごとの給与体系はきわめて区々であり、種々雑多
な給与の支給がなされ、その間に全く統一がないのみならず、給与の公明性を
欠くという欠陥は否定できず、不明朗なる給与の支給や不当なる増額が行われ
る例も決して少くないものであった。よって今回の改正により、給与体系を整
備し、国家公務員に対する給与を基準として或程度の給与の統一性を保たしめ
ると共に、給与はすべて法律又はこれに基く条例にその根拠を置くことを要
するものとして、その明朗化・公正化をはかったものである」とのべ（７）、こ
の説明は新設の前203条２項
444 4 4 4
、204条の２、及び204条の２の新設に合わせた旧
203条と204条の改正（前述のように前203条４項や204条２項の新設）にひと
しく妥当するとしている。大部分は前に引用した『逐条地方自治法』の204条
の２の新設の説明と重なるが（このことからすると『逐条地方自治法』の204
条の２の〔解釈〕はあるいは降矢氏によるものかとも推察される）、それに「給
与体系を整備し、国家公務員に対する給与を基準として或程度の給与の統一性
を保たしめると共に」という文言を付け加えれば、前203条２項の新設の説明
にもなるとするもののようである。そうだとすると前203条２項のような規定
が存在しなかったことによって、非常勤職員の給与体系が混乱し、公明性を欠
いていたということにもなってしまうが、しかし上述のようにそうした説明は
実際には全くなされていないのであるから、204条の２の新設やそれに伴う旧
203条と204条の改正と前203条２項の新設はやはり別個の問題として分けて捉
えるべきだと思われる。
　このように204条の２の新設の提案と異なり、前203条２項の新設の提案には
余り弊害や混乱の実状に裏打ちされた説得力は感じられないのであるが、それ
でもその効果が給与制度の建前を明確にするというに止まり、実質的には現状
に影響を与えるものでなかったならば、こうした提案もさしたる反響を呼ぶこ
とはなかったであろう。ところが非常勤職員の報酬を日額報酬制にするという
政府の提案は、現状にかなりの影響、それも報酬の切下げという影響をもたら
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すことが予想されたのである。
　というのは非常勤職員の報酬について日額報酬制の導入を提案する場合、当
然、すべての非常勤職員について一律に導入を図るという提案と、日額報酬制
を原則としつつ、何らかの例外を一部認めるという提案とがあり得るが、そも
そも政府の提案は一切例外を認めない前者だったのである。つまり上にのべた
ように国と地方の公務員の給与制度の統一という趣旨説明がされた政府案は、
地方公共団体の非常勤職員間で職務や地位の違いがあるとしても、それは日額
の程度で調整を図ればよく、給与の建前を考えるに当たってはそのことよりも
非常勤という共通の括りこそを基本として重視すべきであるとするものであ
り、そこには成立した「前項の職員の中議会の議員以外の者に対する報酬は、
その勤務日数に応じてこれを支給する。但し、条例で特別の定をした場合は、
この限りでない」という前203条２項のうちの「但し、」以下の部分（以後単
に「但書」という）は含まれていなかったのである。
　確かに日額報酬制という原則を明らかにし、その理念を貫徹することを第一
義とするならば、そうした提案になるのが当然ではあるが、その結果政府案で
は対象となる非常勤職員のうちの、例えば執行機関である行政委員会の委員と
附属機関である委員会・審議会等の委員等といった地方自治法上かなり重要な
区別が無視されることになった。そして先にのべたようにこの無視が非常勤職
員の報酬の現状を変えるものであったため、衆議院の委員会（地方行政委員会）
審議で政府提案は大いに論議を呼ぶことになったのである。
　というのは前に説明したように旧203条３項では非常勤職員の報酬及び費用
弁償の額ならびにその支給方法は条例で定めるとされ、それ以上条例の定め方
については制約はなかった。そうした仕組みの下で実際に非常勤職員の報酬の
支給方法について条例がどのように定めていたかというと、各都道府県を通じ
て行政委員の大部分については月額報酬制、附属機関としての委員会・審議会
等の委員等のその他の非常勤職員については日額報酬制というのが一般的なあ
り方だったからである（筆者はこのことについて正確なデータを見たことはな
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いが、論議はこのことを自明の前提として行われている）。その結果一律日額
報酬制という政府提案が成立すれば、附属機関としての委員会・審議会等の委
員等の報酬は影響を受けず、ただ現状が法的により明確にされたというに止ま
る一方、行政委員については従来の月額報酬制が日額報酬制に変更され、それ
に伴い報酬の低下がもたらされることが予想されたのである。
　政府もその間の事情は当然分かっていたわけであるが、そうした現状の変更
の回避よりも、繰り返していえば、国と地方に共通の給与原則を確立すること
を優先したのである。さらに敢えていえば、政府提案はそもそも行政委員の報
酬の切下げを意図してなされたという側面もあるであろう（委員会の会議録を
見ると、政府は提案の成立によって年に４億数千万円の節減効果を見込んでい
たことが窺える。それがどのような計算に基づくものであるかは明らかではな
いが、おそらくその大部分は行政委員の報酬減によるものと推測される）。
　しかし執行機関としての行政委員会という制度を地方行政組織の大きな特色
と捉え、そうした組織構成による地方行政＝地方自治の尊重を主張する立場か
らすれば、政府提案は単なる行政委員の報酬の切下げに止まらず、地方行政組
織を弱体化させ、地方自治を損なうおそれのあるものとすら受け取られること
になり、委員会で野党委員より政府提案に強い反対意見がのべられたのであ
る。加えて全国人事委員会連合会や都道府県選挙管理委員会連合会等の行政委
員会の全国連絡組織の代表者が委員会で参考人として反対意見を陳述するとい
うこともあり、反対の陳情や請願もあった。
　こうした状況の中で委員会審議の最終日の昭和31年５月15日与党議員より、
一律日額報酬制という政府提案に、「但し、条例で特別の定をした場合は、こ
の限りでない」との文言を追加する旨の修正案が提出された。その趣旨につい
て提案者を代表して鈴木直人議員は、「203条の第１項には、非常勤の職員の例
示がなされておりまして、その非常勤の職員に対しては報酬を支給するという
ことになっておりまして、今まではその報酬は日給（月給？―筆者）であると
か、あるいは勤務日数に応じてこれを支給するというような区別がなかったの
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でありますが、政府案によりますると、すべてが勤務日数に応じてこれを支給
するというふうに改められたのでありまするが、この非常勤の職員のうちにお
きましても、たとえば教育委員会の委員とか、人事委員会の委員とか、公安委
員会の委員とか、あるいは地方労働委員会の委員とか、農業委員会の委員とい
うような、主として執行機関に属しているところの委員会の委員も、この非常
勤の職員のうちの職員となっておる次第であります。もちろん常勤の委員もあ
ると思いますが、非常勤のこれら委員につきましては、勤務日数に応じてこれ
を支給するようになるのでありまするが、これらの委員の方々は、主として特
別職に属する方々でございますので、特に府県市町村等の地方公共団体におい
て、条例をもって勤務日数に応じて支給する方法と別の方法をもってこれらの
報酬を支給する方法を定められた場合においては、その条例によるものである
というようなただし書きをここに挿入することが適当と存じまして、ただし書
きを規定いたした次第であります」とのべている。審議の途中経過を省略して
いうと（途中経過の一部については後にふれる）、このように現状を根本的に
変革する政府案に対してなされた現状の維持を可能にするための修正案が与野
党一致の賛同により成立して前203条２項となり、その仕組みが先にのべたよ
うに平成20年の改正を経て現在まで続いているのである。
　またそれまで旧203条３項による条例において定められていた行政委員の月
額報酬制は、前203条５項による条例においてなされた前203条２項但書に基づ
く特別の定めとして、実際にもそのまま維持されてきたのである。
　ところがこのように行政委員という職の性格を念頭に置いて全会一致で成立
したはずの前203条２項但書の意義の理解について、その後巧妙な変更が施さ
れることになった。そのことはすでにこの前203条２項を含む昭和31年の地方
自治法の改正（この改正法の公布日は昭和31年６月12日）から間もない昭和31
年８月18日付の各都道府県知事宛自治庁次長通知（以下単に「次長通知」とい
う）から看取される。そこでは前203条２項本文と但書について、「本改正は、
非常勤職員に対する報酬が、勤務に対する反対給付たる性格を有することにか
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んがみ、当該報酬の額は具体的な勤務量すなわち勤務日数に応じて支給される
べき旨の原則を明にしたものであること。ただし、非常勤職員の勤務の態様は
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
多岐にわたっているので、特別の事情のあるものについては
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、右原則の例外を
定めることができるものであること」（傍点筆者）とその意義が説明され、こ
うした改正を機会に非常勤職員等の従来の給与上の取扱いについて再検討する
ことが求められているのである。
　上に見たように但書は、執行機関としての行政委員会の委員という地位や職
責を理由に提案されたのであり、非常勤職員一般の問題として、勤務の態様の
多岐性を理由に提案されたわけではない。ところがこの通知はそうした但書提
案の直接的、具体的な事情には何らふれず、一般的、抽象的な方向に但書の意
義を導こうとしているのである。しかも「勤務の態様」において「特別の事情」
があるというのは、ふつうに理解すれば、形式上は非常勤職員であるが、実質
上、つまり勤務量は常勤職員同様であるというような事情がその典型というこ
とになるであろう。これは繰り返していえば、元々の但書の提案理由とはずれ
ているが、このずれは偶々ではなく、意図的なものと思われる。つまり常勤職
員＝月額報酬制、非常勤職員＝日額報酬制という原則の徹底を図ることを目指
しながら、但書の提案・成立によってその完遂を阻まれた政府（実質的には原
案作成者である自治庁）は、にもかかわらず、何とかこうした原則は基本的に
は貫徹されたとしたいと欲し、そのため但書が用いられるケースを極めて例外
的、特定的な場合、すなわち原則を損なうおそれがほとんどない場合とするよ
うな解釈を説いたということであろう。
　ただこの次長通知は抽象的であると同時に簡潔でもあって、上に書いたこと
も幾分かは筆者の推測が混じっているが、前203条２項の政府原案を作成し、
恐らくこの次長通知の作成にも携わったであろう当時の自治庁のスタッフによ
る前出の『逐条地方自治法』になると、こうした但書の適用を極めて例外化、
特定化し、その意義をできるだけ小さくしようという意図はより明確に窺える
ようになる。そこでは前203条２項について、「非常勤職員に対する報酬の支
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給は勤務日数に応じてなされる。このことは非常勤職員に対する報酬が常勤職
員に対する給料と異なり、いわゆる生活給たる意味を全く有せず、純粋に勤務
に対する反対給付としての性格のみをもつものであり、したがって、それは勤
務量、すなわち、具体的には勤務日数に応じて支給されるべきものであるとす
る原則を明らかにしたのである。しかし、実際問題としては、非常勤職員の中
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
にも勤務の実態が常勤職員とほとんど同様になされなければならないものがあ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
り
4
、その報酬も月額或いは年額をもって支給することがより適当であるものも
少なくなく、常にこの原則を貫くことが、困難な場合も考えられるので、ただ
し書を設け、条例で特別の定めをすれば勤務日数によらないことができるもの
とされている」（傍点筆者）と説明されているのである（８）。
　またこれも前出の『改正地方自治法詳解』においても、前203条２項は、「常
勤職員に対する給料が勤務に対する反対給付であると同時に当該職員及びその
家族の生計を支えるところの生活給たる意味を有するのと異り、非常勤職員に
対する報酬はこのような生活給的意味はなくして純然たる勤務に対する反対給
付としての性格のみを有するものであり、従って当然にそれは勤務量即ち勤務
日数に応じて支給されるべき筋合のものであるので、その趣旨を明瞭にし、こ
れをもって非常勤職員に対する報酬の支給の原則としたものである。ただ、こ
れはあくまで原則であって、非常勤職員のうちにも勤務の実態が殆んど常勤職
員と異ならず、常勤職員同様に月額年額をもって支給することが合理的である
ものや、勤務日数の実態を把握することが困難であり、月額等による以外に支
給方法がないもの等特殊な場合も予想されるので、ただし書きを設け、条例で
特別の定めをすることにより、例外を設けられるようになっている」と説明さ
れている（９）（このため、『逐条地方自治法』）の前203条２項の〔解釈〕も降矢
氏の手によるものではないかと推察される。あるいはこうした解釈が当時の自
治庁のスタッフの共通の認識、ないしは統一された見解であったということか
もしれない。なお『逐条地方自治法』を引継いだ松本英昭著『新版逐条地方自
治法』も依然同じ解釈をとっているが、『逐条地方自治法』がこうした解釈の
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流布に最も与かって力があったと思われるので、冒頭でのべた『月刊労委労協』
掲載の筆者の２つの論稿では『逐条地方自治法』説としてこうした解釈を紹介
している）。
　すなわちこれらの説明では但書適用の基準は、主として、「勤務の実態が常
勤職員とほとんど同様」か否か、いい換えると、常勤職員とほとんど同じ勤務
量をこなすか否かであることが次長通知よりも明確にのべられているのであ
る。それは元々の但書の提案理由とのずれがより拡大しているということでも
あるが、こうした「勤務の実態が常勤職員とほとんど同様」な非常勤職員とい
う容易には想像がつかない、あるいは実在性が疑われる存在（勤務の実態が
常勤職員と異なるから非常勤職員という存在があり得るのであって、「勤務の
実態が常勤職員とほとんど同様」な非常勤職員というのは本来言語矛盾であろ
う）が但書の対象であるとする解釈が、法案の作成、審議に直接携わった自治
庁のスタッフの手になるものであるが故に特にそれ以上詰めて議論されること
なく、その後半ば公定解釈的に受け取られ、流布してきた。そしてその一方で
は、前にのべたように前203条２項成立後も従前と同様の行政委員の月額報酬
制が変わることなく続けられてきたのである。
　かくして平成19年上述の次長通知や自治庁のスタッフの解釈と同様の但書
理解に基づき、滋賀県の３行政委員会の委員の実際の勤務量は極めて少なく、
到底勤務の実態が常勤職員とほとんど同様とはいえないとし、したがって現在
の委員への月額報酬の支給は違法であるとして、支給権者である滋賀県知事に
対し、その支出の差止めを求める訴えが大津地裁に提起されたのである。
註
（１） 最判平成23・12・15裁時1546号１頁。
（２） 大津地判平成21・１・22判時2051号40頁。
（３） 大阪高判平成22・４・27判タ1362号111頁。
（４） 東京地判昭和36・５・25行集12巻５号1110頁。
（５） 室井力・兼子仁編・基本法コンメンタール地方自治法（第４版）212頁。
― 18 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　合併号（2012年）
（６） 長野士郎・逐条地方自治法（第11次改訂新版）614頁。
（７） 降矢敬義・改正地方自治法詳解131～132頁。
（８） 長野・前掲書603頁。
（９） 降矢・前掲書132頁。
２　１審判決
　１審大津地裁判決は、主文に続く〔事実及び理由〕を「第１　請求」、「第２
　事案の概要」、「第３　争点及びこれに関する当事者の主張」と進めた後、「第
４　当裁判所の判断」を、「１　常勤の職員と非常勤の職員の給与等に関する
法令の規定」から始め、その「⑴　地方自治法の関係規定」で本稿のはじめに
ものべている現行の203条、203条の２、204条、204条の２等にふれ（もっと
もこれらの条文の内容の説明そのものはすでに「第２　事案の概要」の箇所で
なされている）、次いで「⑵　地方公務員法の関係規定」で地方公務員法、国
家公務員法、人事院規則等における常勤と非常勤、あるいは一般職と特別職の
区分に関する規定を摘示して細かく説明しているが、それらは後に示される争
訟についての判断とは直接結びついていないため、卒直にいって、いかなる意
図によってそうした規定へのくわしい言及がなされているのか不明との印象を
受ける。とりわけ「⑶　国家公務員に関する法令の関係規定」の説明が長いが、
しかしその説明は判断には全く反映されていないため、不要な言及といった観
すら呈している。
　また続く「２　国家公務員及び地方公務員に関する法令の関係規定の変遷
等」においても、「⑴　国家公務員」として、国家公務員の給与関係規定の変
遷が相当詳細にフォローされているが、この部分も争訟についての判断とは関
わりがなく、これまたいかなる意味での言及か不明であり、やはり不要との印
象を受ける。本件争訟は特別職の地方公務員の報酬に関するものであるのに、
判決はなぜか長々と国家公務員の給与関係規定についてのべるのである。よう
やくこの「⑴　国家公務員」に続く「⑵　地方公務員」に至って、本稿が上述
の１⑵⑶⑷でのべている従前の地方自治法の関係規定の変遷（当初の地方自
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治法の関係規定と昭和27年及び昭和31年の改正等）の説明が登場し、その最後
で平成20年の改正により現行の規定のようになったことがのべられ、それに引
続く形でやっと争訟についての具体的判断が展開されている。
　要するに大津地裁判決の「第４　当裁判所の判断」の最初の長い関係規定の
説明の中で実際に判断と関わるのは、冒頭の現行の地方自治法の関係規定の説
明と、最後のそうした地方自治法の関係規定の変遷の説明のみであって、その
中間部分はほとんど意味のない言及になっているのである。
　このことが判決の前半部分について印象に残ることの１つであるが、もう１
つこうした前半の本論前の判示で印象に残るのは、すでに示した昭和31年の改
正に関する当時の自治庁のスタッフによる解説をそのまま当然のように受容し
ていることである。すなわち判決は、「２　国家公務員及び地方公務員に関す
る法令の関係規定の変遷等」の「⑵地方公務員」における地方自治法の関係規
定の変遷の説明（この説明自体は判決の展開と関わりがあることについては上
にのべた）の最後で、昭和31年の前203条２項や204条の２の新設についての
べた後で、こうした昭和31年改正の趣旨については次のように説明されている
として、以下のような文章を置いているのである。
　「地方公務員法の制定後、同法の適用を受ける一般職の職員については、そ
の給与は、同法24条６項及び25条１項の規定により条例で定めるものとされ
たが、特別職の職員については、この規定が適用されず、また、昭和31年改正
前の地方自治法の規定により、非常勤職員に対しては報酬及び費用弁償の、常
勤職員に対しては給与及び旅費の支給を規定し、これらのものについてはその
額及び支給方法を条例で定めることとしていたものの、これらの種類以外の給
与その他の給付については、何ら規定がなかった。そこで、一般職の職員につ
いては、条例で規定しさえすれば、いかなる種類の給与をどれだけどのような
方法で支給しても差し支えなく、また、特別職の職員については、条例の規定
すらも必要とせず、単なる予算措置のみで極めて曖昧な給与が支給されていて
も、適当不適当の問題は別として何ら違法の問題は生じないとされていた。そ
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のため、一般職及び特別職を通じて、地方公共団体ごとの給与体系は極めて
区々となり、不明朗な給与支給等が行われる例も決して少なくなかったことか
ら、地方公共団体の職員に対する給与についても、国家公務員に対する給与の
基本の体系と一致させる形で給与体系を整備し、給与の種類を法定し、ある程
度の給与の統一性を保たせるとともに、国家公務員に準ずる給与を保障し、合
わせて、給与はすべて法律又はこれに基づく条例にその根拠を置くことを要す
るものとして、その明朗化、公正化を図ったものである」。
　出処は明示されていないが、これは明らかに『改正地方自治法詳解』の解説
をほぼそのまま引用したものである。しかし先にのべたように『改正地方自治
法詳解』のこの説明は、本来その新設の趣旨を異にし、したがって分けて扱う
べき204条の２と前203条２項を一まとめにして扱い、同じ目的を持つものとす
る点で妥当ではなく、それ故判決が204条の２や前203条２項の新設等の昭和31
年改正の趣旨目的を説くのにこの説明のみを引用して済ませているのは、判決
もやはり区別するべきものを区別せず、異なる趣旨目的のものを同じ趣旨目的
のものとするという同様の誤ちを犯していることを示しているといえよう。さ
らに判決はこれもしばしばふれている次長通知も無批判に紹介しており、昭和
31年の地方自治法の給与関係規定の改正の経緯や趣旨について、そうした当時
の自治庁のスタッフの説明とは別に、独自に深く検討しようという態度は全く
見せていない。
　こうした態度からして本論は入っていよいよ但書の解釈に本格的に取組む段
になっても、判決は相変わらず先に紹介した『改正地方自治法詳解』や『逐条
地方自治法』の次長通知を敷衍した解釈を全面的に踏襲して、但書の意義につ
き次のようにのべるのである。「非常勤の職員については、これに対する報酬
は、生活給としての意義を全く有さず、純粋に勤務実績に対する反対給付とし
ての性格のみを有することから、原則として、勤務日数に応じてこれを支給す
べきものとし、ただ、非常勤の職員については、法が一般的な定義規定を置い
ておらず、それぞれの普通地方公共団体の実情として、勤務実態が常勤の職員
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と異ならず、月額あるいは年額で報酬を支給することが相当とされる職員がい
るなど、特別な事情がある場合も想定されることから、そのような場合には、
上記原則の例外として、条例で特別の定めをすることにより、勤務日数によら
ないで報酬を支給することにしたものと解される」。
　こうして大津地裁判決は昭和31年の地方公共団体の常勤・非常勤の職員の給
与・報酬に関する地方自治法の規定の改正の趣旨についてのみならず、改正後
の問題の規定の解釈についても、当時の自治庁のスタッフのそれの焼直しをの
べるのみである。結局多少なりともオリジナリティがあるのは争訟についての
判断とは直接関わりのない国家公務員法や地方公務員法の規定の紹介部分のみ
で、肝心の昭和31年の地方自治法の改正の趣旨や新設の規定の解釈については
全くオリジナリティが見られないといってもいい過ぎではないであろう。
　ともあれ、判決は当時の自治庁のスタッフの解釈に従ってこのように但書の
意義を解するのであるが、よく検討するとこの解釈にはこれまで何度か指摘し
ている但書追加の経緯とのずれの他にも多くの問題点が含まれていることが分
かる。
　そもそも、「前項の職員に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給
する。ただし、条例で特別の定めをした場合は、この限りでない」という現行
の203条の２第２項の文言や、その前身の、「前項の職員の中議会の議員以外の
ものに対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。但し、条例で特
別の定をした場合は、この限りでない」という前203条２項の文言から判決の
ように、但書は、勤務実態が常勤の職員と異ならないという特別の事情がある
非常勤職員について例外的に月額報酬制をとることを可能にしたものという結
論を簡単に導き出すことができるであろうか。むしろふつうに文理的に解釈す
れば、但書は、非常勤職員の中にも、その地位や職責、あるいは勤務内容等に
照らせば、日額報酬制よりも高い評価を示す月額報酬制をもって丁重に遇する
のが適当と考えられる職員がいる可能性があるから、そうした場合には条例と
いう公明慎重な方法により月額報酬制をとることを可能にした規定とするのが
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自然であり、判決のように、勤務量が常勤職員と同じ非常勤職員を想定した規
定と極めて特定的に読むのは、随分とアクロバット的な解釈というべきではな
かろうか。少なくともこういう解釈を展開している『改正地方自治法詳解』や
『逐条地方自治法』を見れば、法曹ならむしろいささかなりとも違和感をおぼ
え、念のため但書制定の経緯を調べてみようとするのが通常であろう。判決に
そういう様子が全く見られないのは筆者からすれば、担当裁判官に法曹として
の感性に欠けるものがあるようにすら思えるのである。
　また判決は（したがって当時の自治庁のスタッフの解釈も）実は非常勤職員
のうち、勤務量が常勤職員と同じという特別の事情がある者についてのみ但書
が適用されるとする理由を具体的には示していない。給与や報酬を、常勤職員
にとっては生活給、非常勤職員にとっては単なる職務に対する反対給付とし、
したがって前者は月額報酬制、後者は日額報酬制によることになるとすれば、
理由の説明になるとしているように見えるが、それは説得力のある説明とはい
えない。
　生活給と職務に対する単なる反対給付の区分は（こうした二分法がそれほど
簡単に成り立つか、あるいはそもそも意味があるのかという疑問もあるが、こ
の際はそれは措く）、判決では、生活費を賄うに足りるものとそうした意義を
持たないものという趣旨で語られているように見えるが、そうだとすればそれ
は結局は額の問題である。他方月額報酬制と日額報酬制の問題は支払い方法の
問題であって、両者は全く無関係とはいえないとしても、常勤職員＝生活給＝
月額報酬制、非常勤職員＝単なる反対給付＝日額報酬制という形で必然的・固
定的にリンクするわけではない。月額報酬制とは要するに、その額はともかく、
一々勤務日数を数え計算することなしに固定額を月単位で支給するシステムの
謂であり、その意義はそうした処遇をすることによって対象者の勤務内容や役
割、あるいは責務を高く評価し、丁重に報いることである。常勤の職員は一般
的にこうした処遇に値する者として月額報酬制がとられるのであるが、非常勤
の職員についてもその勤務の内容や役割、あるいは責務に照らし、こうした処
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遇がふさわしいと判断されれば、月額報酬制をとることに何ら問題はなく、ま
たそれは本来は殊更日額報酬制の原則の例外と位置づけられる必要もないので
ある（その意味で前203条２項がわざわざ非常勤職員について日額報酬制の原
則を規定したことは、立法政策として疑問が残らないわけではない―実際にも
衆議院の地方行政委員会ではそうした原則を謳わず、支給方法の決定を全面的
に条例に委ねていた旧203条のままでも何ら問題はないのではないかとの意見
ものべられていた）。それを判決はそもそも論理的に当然常勤職員の給与＝生
活給は月額報酬制と結びつき、非常勤職員の報酬＝単なる反対給付は日額報酬
制と結びつく（逆にいえば本来月額報酬制は常勤職員の生活給の支給の場合に
とられ、日額報酬制は非常勤職員の反対給付の支給の場合にとられる）として
いるように見えるが、それは官僚的なロジックに追随した判示であって、いさ
さか強引で独断的、観念的な決めつけというべきであろう。
　また判決は上にのべた自らの但書解釈の正当性を補強しようとして、争訟の
対象となっている労働委員会、収用委員会、及び選挙管理委員会の各委員会の
法令上の常勤・非常勤の別にふれ、まとめとして、「選挙管理委員会、労働委
員会、収用委員会の各委員については、法律に常勤とし、又は常勤とすること
ができる旨の規定はなく、これらの委員を政令又は条例等に基づいて常勤とす
ることはできないのであるから、これらの委員に対し、常勤の委員に対するの
と同様な生活給的色彩を持つ給付を支給することは、法が予定するところでは
ないといわざるを得ない。したがって、以上の諸点を考慮すると、法は、これ
らの委員に対しては、その業務の繁忙度等から、勤務実態が常勤の職員と異な
らないといえる場合に限り、上記原則の例外として、条例で特別の定めをする
ことにより、勤務日数によらないで報酬を支給することを許しているにすぎな
いというべきである」とのべている。
　労働組合法19条の12第６項及び19条の３第６項によって、都道府県は条例で
定めるところにより２名以内の労働委員（公益委員）を常勤とすることができ
るとされ、また土地収用法52条７項によって政令で定める都道府県の収用委員
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会の委員は、政令で定めるところにより、常勤とすることができるとされてい
るから（こうした常勤の委員は当然203条の対象ではなく、常勤の職員の給料
について定める204条の対象である）、上の常勤の労働委員や収用委員は存在し
ないという判示部分はそもそも法令の正確な理解を欠いているが、それは措く
として、必ずしも分明ではないものの、そのいわんとするところは、法がこれ
らの委員会の委員を非常勤としているのは、当該委員会の任務の遂行は非常勤
の委員をもって足りるものとし、その報酬は単なる反対給付であって生活給で
はないことを意味するものと理解され、したがってその支払いは日額報酬制に
よるのが原則であり、この原則の例外として月額報酬制をとるには委員の勤務
に特別の事情、すなわち月額報酬制の本来の対象である常勤職員と勤務の実態
＝勤務量が同等という事情が必要ということになるとするもののようである。
　しかし法がこれらの委員を非常勤としているのは、その任務が常勤職員のよ
うに通常の行政事務を日常的、継続的に行うことにあるのではなく、法で定め
られた重要事項を政治的に独立・中立の立場で、もしくは専門的な知識を駆使
して審議（理）・決定し、あるいは指揮することにあり、またこうした特殊な
事務の遂行のための人材もそのような職の性格上行政組織外から登用する必要
があるからであって、法令上委員が非常勤とされていることを報酬の意義や支
給方法と関係づけるのは筋違いである。また仮に法令上委員が非常勤とされて
いることの趣旨を判決のように理解するならば、そこから導き出される結論は
むしろ、勤務の繁忙度等から、勤務実態が常勤職員と異ならない委員が出現し
た場合は、それは法の設計ミスを意味し、設計の修正が必要になるということ
であって、決して、但書は非常勤の委員の勤務実態がその繁忙度等から常勤職
員と異ならない場合に例外的に月額報酬制を許容する趣旨の規定であるとする
判決のような解釈につながるものではないであろう。
　さらに付け加えていえば、元々但書提案のきっかけとなったのは、国家公務
員の場合に合わせて、地方公共団体のすべての非常勤職員の報酬の支給方法
を、その職務の内容や役割、あるいは責務等とは関わりなしに、日額報酬制と
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するという政府提案であった。いわば他の要素はすべて捨象し、また国の行政
組織と地方公共団体のそれとの構成の違いも考慮することなく、ただ非常勤と
いう共通の括りによって、国と地方公共団体のすべての非常勤職員の報酬制度
を統一しようとしたわけであるが、それに対して地方公共団体の非常勤職員の
内実、とりわけそこには地方自治法上長と並ぶ執行機関として位置づけられて
いる行政委員会の委員という国の行政組織には見られない非常勤職員も含まれ
ていることを指摘して、その処遇に月額報酬制の選択肢も残そうとして提案さ
れ、成立したのが但書であった。本来なら当然そのような経緯を知り（前203
条２項が昭和31年の改正で成立したことは判決自身がのべているのであるか
ら、一歩進んで改正時の当該条項の審議の模様を会議録に当たって調べること
は本来容易に気がつくことであり、またなすべきことである）、そのことを踏
まえて但書を解釈すべきであるが、仮にそうした経緯には気がつかなかったと
しても、争訟の対象である労働委員会、収用委員会、選挙管理委員会が地方自
治法上執行機関として位置づけられており、したがってその委員の地位や職務
内容は同じ203条の２第１項（前203条１項）に並んで掲げられている他の委
員とは大きく異なるところがあるという認識ぐらいは当然持つべきであったろ
う。それは法曹としての基礎的な知識である。そうした認識を持った上でなお、
そのような委員もやはり月額報酬制とするというのが法の趣旨であるという解
釈論を展開するのであれば、それはそれとして１つの立場であるが、判決を精
読しても争訟の対象である３つの委員会が執行機関であることの認識が窺えな
いのである。
　あるいはせめて、現在これらの委員について他の非常勤職員とは異なる報酬
の支給方法が採用されているのは、それなりの理由が存在するのではないかと
推察し、それを調べ、検討するぐらいのことはなされてしかるべきだと思われ
るのに、そうしたことも全くなされていない。ただ当時の自治庁のスタッフの
解釈を鵜呑みにしてそのまま繰り返すだけである。こうしたことからすると、
大津地裁判決には、そもそも担当裁判官に地方自治法上執行機関としての委員
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会の委員と附属機関としての委員会の委員の区別があることの認識があったの
かすら疑わざるを得ないような気配があるのである。
　このように筆者には大津地裁判決の但書解釈は到底賛同できないものである
が、判決は自らのこうした但書解釈を受けて、次に争訟の対象である３つの委
員会の各委員の勤務実態を検討する。この部分も冒頭の関係規定の紹介・説明
同様相当に詳細であるが、途中を省略して結論のみをいうと、判決は、「本件
委員らの勤務実態は、…到底常勤の職員と異ならないとはいえず、法が、この
ような勤務実態を有する本件委員らに対し、勤務日数によらないで報酬を支給
することを許しているものとは解されない」とする。月額報酬制と日額報酬制
の別をもっぱら勤務実態＝勤務量の違いによる区別とする判決の立場からすれ
ば当然の結論ではあるが、筆者の考えと大きく隔たることは改めていうまでも
ないであろう。これらの委員が常勤の職員と異ならない勤務実態を有するとす
れば、そもそも非常勤の委員ではなく、常勤の委員とされているであろう。非
常勤とされているのは勤務実態を異にすることが前提にされているということ
であり、一々会議数等を数え上げて常勤職員と同じ勤務実態ではないことを論
証する必要もないのである。
　なお判決はこうした判示に続けて、「そうすると、本件委員らに対し、勤務
日数によらないで月額報酬を支給することとした本件規定（３つの委員会の委
員に対し月額報酬を支給する旨定めている「滋賀県特別職の職員の給与等に関
する条例」１条、４条―筆者）は、上記４で認定した近時の勤務実態を前提と
する限り、法203条の２第２項の趣旨に反するものとして、その効力を有しな
いといわざるを得ないから、本件公金支出は、法204条の２の規定に反し、違
法であるというほかはない」とのべている。そのうち「203条の２第２項の趣
旨に反する」とするのは、判決の但書解釈からすれば当然の結論であるもの
の、さらに判決が、３委員会の委員への月額報酬制による公金支出が、「普通
地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基
づかずには、これをその議会の議員、第203条の２第１項の職員及び前条第１
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項の職員に支給することができない」とする204条の２の規定にも反し、違法
であるとするのは、どのような意味か理解できない。204条の２はすでにのべ
たように、条例で自由に給与の種類を設けたり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、単なる予算措置のみで給付を
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
行ったり
4 4 4 4
することを禁止するための規定であって、支給方法の問題とは関わり
はないのである。行政委員には報酬を支給しなければならないという法律の規
定と、そのことについて具体的に定めた条例に基づいて支給されているのであ
るから、本件支給は少なくとも204条の２との関係では何ら問題はないのであ
る。以前に前203条２項の新設と204条の２の新設はその意義が異なることをの
べ、にもかかわらず、判決においてはその区別がよく理解されていないように
見えることを指摘したが、そうした判決の問題性がここでも表れているといえ
よう。
　しかし、判決はこのように論を進めて、本件公金支出の差止めを求める原告
の請求は理由があると結論する。この判決を登載した判例時報2051号の無名解
説は、「地方自治法203条の２第２項は、普通地方公共団体の非常勤の職員に対
する報酬につき、原則日額報酬制を定めているが、平成20年法律第69号による
地方自治法一部改正によるものである。本判決は、法203条の２第２項の趣旨
を検討し、勤務実態が常勤の職員と異ならないといえる場合に限り、例外とし
て勤務日数によらないで報酬を支給することができるとしたものであり、この
点は、規範的意義がある」と肯定的に判決を評価している（10）。前半の日額報
酬制の原則が平成20年の改正によるとの説明は203条の２第２項制定の経緯を
極めて圧縮して説明したものと思われるが、紛らわしく、月額報酬制の原則の
導入が平成20年の地方自治法の改正によるものであるとの意とも読めなくは
ない。もしそうだとすれば当然それは誤りである。また判決の但書解釈は「規
範的意義」を有するとしていることの正確な意味は筆者には不明であるが、少
なくとも判決の解釈を一定程度先例として評価するとの趣旨であろう。しかし
筆者からすればそれは到底正当な評価とはいえないことになる。
　さらに次にみる本事件の２審判決を登載した判例タイムズ1362号の無名解
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説も、大津地裁判決の但書解釈の出処となっている『新版逐条地方自治法』、『逐
条地方自治法』、『改正地方自治法詳解』等の但書解釈を紹介し、一般の見解は
これらの著書の説くとおりであろうとしている（11）。その際冒頭に挙げた筆者
の『月刊労委労協』639号掲載の「労働委員会の委員の報酬について」にふれて、
こうした一般の理解とは異なる説をのべた論稿と評しているが、繰り返してい
えば、筆者にはなぜこのように大津地裁判決やその源となった自治庁のスタッ
フの解釈が当然のように正当なものとして評価されるのか理解できないし、賛
成もできないのである（12）。
註
（10） 判時2051号41頁。
（11） 判タ1362号113頁。
（12） 大津地裁判決について唯一筆者が納得できる批判をしているのは、南川諦弘「県労働
委員会等委員月額報酬支出差止請求住民訴訟事件」（判例地方自治317号101頁）である。
３　２審判決
　被告滋賀県知事側も当初は昭和31年の前203条２項成立の経緯をよく把握し
ていなかったようで、１審段階でのその月額報酬制適法の主張は、但書は条例
で特別の定めをする限り日額報酬制によらなくてもよいとしているのであっ
て、それ以外には特段の制限を課していないという文理解釈、条例制定につい
ての議会の広範な裁量権、各行政委員の職務内容や職責の重要性等はのべてい
るが、そもそも但書が行政委員の処遇をめぐる論議を受けて成立したもので
あることにはふれていなかった。しかし２審段階ではそうした経緯を知るに至
り、一律日額報酬制という政府提案の枠組みが否定され、行政委員を念頭に置
いて但書が成立したという立法の経緯をも月額報酬制を適法とする根拠として
主張したため、判決も１審判決のように単純に当時の自治庁のスタッフのそう
した経緯を無視した但書解釈をそのまま繰り返して済ますということはでき
ず、但書の成立過程も検討の対象にせざるを得なくなった。
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　その分２審判決は但書について１審判決よりも多面的に検討しているが、と
はいうものの、後にのべるように、やはり但書を勤務量に基づき適用されるべ
き規定と捉えようという志向、あるいはそう捉えるべきであるという姿勢が一
貫して見られ、結局は１審判決と大差ないものとなっている。
　昭和31年改正時の但書成立の経緯を認識しながら、但書は常勤職員と勤務量
が同じ非常勤職員に例外的に適用されることを予定した規定とすることは、経
緯を素直に追う限り、相当に無理があると見るのがふつうであろう。それが分
かっているからこそ、『逐条地方自治法』や『改正地方自治法詳解』は経緯に
は具体的にはふれずに、それとは関係ない生活給と単なる反対給付という対概
念を持出したりして、勤務量を基準に適用されるべきとの但書解釈を導くの
であるが、２審判決は経緯にかなり詳細にふれながら、しかし勤務量を基準に
適用されるべきとの同じ但書解釈を導き出すのである。これが２審判決の特色
であるが、それはいい換えれば、判決が但書成立の経緯についてふれてはいる
ものの、それについてかなり特異な捉え方をしているということである。筆者
はこうした２審判決にはやはり強い疑問を感じるのであるが、そのことは以下
折々にのべることにして、先取り的にいえばこのようにまとめられる２審判決
の「第３　当裁判所の判断」の部分を順を追って辿ることにしよう。
　判決は最初に、「国及び地方公共団体の委員等の非常勤職員及び一般職員の
報酬・給与に関する法令の変遷」とのタイトルの下、先ず国家公務員法、一般
職の職員の給与に関する法律、人事院規則等が定める国の非常勤職員の制度、
非常勤職員の法的地位、及び給与等について略述し、次いで当初の地方自治法
と地方公務員法の地方公共団体の職員の給料・報酬に関する規定、一般職と特
別職の別に関する規定、昭和27年改正後の地方自治法の執行機関としての行
政委員会の設置やその委員の原則非常勤との勤務形態ならびに報酬に関する規
定、及び常勤の職員の給料に関する規定等についてのべ、さらに引続き前203
条２項・４項、204条２項、204条の２等を新設した昭和31年の改正にふれ、そ
の内容を説明している。そして判決はこうした昭和31年改正の説明の後、「こ
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のように、本件で問題になる現行の法203条の２第２項（前203条２項―筆者）
…の規定は、昭和31年改正によって新設されたものである」とした上で、これ
らの203条や204条に係る昭和31年の改正（具体的には前203条２項・４項、204
条２項、204条の２項等の新設）の趣旨目的については、以下のとおり説明さ
れているとして、１審判決と同様に次のような文章を置いている。
　「地方公務員法の制定後、同法の適用を受ける一般職の職員については、そ
の給与は、同法24条６項及び25条１項の規定により条例で定めるとされていた
が、特別職の職員については、この規定が適用されず、報酬等は条例で定める
こととされていても…、条例に基づかない他の給与を支給することはあえて違
法とはいえない状態であった。また、条例を制定して職員に給与を支給する場
合も、いかなる種類の給与をどれだけ、どのような方法で支給しても、適不適
の問題はともかく、違法の問題は生じなかった。したがって、地方公共団体ご
との給与体系はきわめて区々であり、種々雑多な給与の支給がされ、その間に
全く統一がないのみならず、給与の公明性を欠くという欠陥は否定できず、不
明朗な支給や、不当な増額が行われる例も決して少なくなかった。そこで昭和
31年改正により、給与体系を整備し、国家公務員に対する給与を基準としてあ
る程度給与の統一性を保たせると共に、給与はすべて法律又はこれに基づく条
例にその根拠を置くことを要するものとして、その明朗化・公正化を図ったも
のであった」。
　これはいうまでもなく、先に１⑷で示した『改正地方自治法詳解』の言を
そのまま写したものである。明文で特に積極的な評価はのべられていないが、
当然『改正地方自治法詳解』のこうした説明を適切妥当なものとしていること
は明らかである。しかしそれは『改正地方自治法詳解』が持っていた、前203
条２項の新設と204条の２（ならびにこの204条の２に伴う前203条４項や204
条２項）の新設を同じ趣旨目的のものとして捉えるという誤りが１審判決同様
２審判決でも引き継がれているということである。そしてあたかも非常勤職員
の報酬の明朗化・公正化のために前203条２項が制定されたとするかのような
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こうした把握は、単に誤りであるだけでなく、さらに判決のその成立の経緯も
含めた但書の意義の検討や理解を大きく歪めることにもなるのである。
　なぜなら日額報酬制が非常勤職員の報酬の明朗化・公正化という緊要な目的
のために定められたとすれば、それは是非とも堅持されなければならない原則
であり、但書の意義やその一環としての但書成立の経緯の検討や理解も最大限
そうした方向に沿うようなされるべきことになるからである。そして判決は実
際にもそのようにしているのである。しかし繰り返していえば、上の『改正地
方自治法詳解』に依る説明は実はほとんど204条の２とそれに伴う前203条４
項、204条２項の新設の理由の説明であって、前203条２項の新設の理由はそ
れとは異なるのであるから、判決のこうした両者を同一視してなされる但書の
意義の考察は、そもそもそのスタートにおいて妥当ではないというべきであろ
う。
　判決は次いでこれも１審判決同様、前203条２項についての、「…本改正は、
非常勤職員に対する報酬が、勤務に対する反対給付としての性格を有すること
にかんがみ、当該報酬の額は具体的な勤務量、すなわち、勤務日数に応じて支
給されるべき旨の原則を明らかにしたものであること。ただし、非常勤職員の
勤務の態様は多岐にわたっているので、特別の事情のあるものについては、こ
の原則の例外を定めることができるものであること」という次長通知を紹介し
ている。前203条２項についての留意事項をのべたものとして紹介されている
が、判決のねらいはいうまでもなく、それに止まらず、こうした前203条２項
本文と但書についての説明を一般的に受容されている203条２項の説明として
示すことにある。すなわちそれは単なる紹介ではなく、このような203条２項
の本文と但書の説明、とりわけその但書の意義の理解を一般に認められている
ものとして念頭に置きながら、以後の分析検討を進めるという方針表明なので
ある。
　しかし再三繰り返すことになるが、筆者は次長通知の説明は適切妥当ではな
いと考えるので、判決がそれをそのまま受容して但書の意義の分析検討に取り
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掛かろうとしていることには到底賛成できないのである。それにそもそもこれ
からその意義を分析検討しようとしているのに、次長通知の但書の意義の解説
を当然の理のように前置きするのは本末転倒でもあろう。
　なお判決は次長通知に関しても、前203条２項の部分のみならず、204条の２
や204条２項の解説部分もかなり長く引用していて、このことも判決が前203条
２項の新設と204条の２等のその他の本件争訟とは直接関係ない地方公務員の
給与・報酬に関する規定の新設の意義の別を充分に弁えていないことを示して
いる。
　こうした問題点をはらんだイントロダクションを経て、判決はいよいよ但書
の意義の考察に取り掛かるが、その冒頭、「本件においては、本件委員らの月
額報酬制を定める本件条例中の本件規定が法203条の２第２項ただし書（昭和
31年改正による法203条２項ただし書と同じ）の規定に基づき制定されている
から、本件規定が本件ただし書により許容された範囲内のものであるかどうか
が最大の争点である。そうすると、本件ただし書の趣旨や意味内容をどう解す
るかが重要な点であるところ、この点については、同条項の文理や本文・ただ
し書の関係等を前提に、委員等の非常勤職員の特色、その公務員法上の位置付
け、他の職員との異同、それらを踏まえた同条項の趣旨目的、立法の経緯等の
諸事情を総合考慮した上で、その意味内容を条理に従って合理的に解釈すべき
ものである。そして、本件訴訟は、現時点に立って今後の本件委員らへの月額
報酬の支出の差止めを求めるものであるから、法203条の２第２項ただし書の
意味内容についても、現時点における合理的解釈を検討すべきものである」と、
但書解釈に当たっての基本的態度をのべている。
　様々な考慮すべき前提や事情が掲げられているが、以下に見るように、実は
それらは多様に見えるものの、実際には但書は勤務量が常勤職員とほとんど同
様であるなど、特別な事情がある非常勤職員に例外的に適用される規定である
という解釈を導くために利用されている。いい換えれば、主としてそういう風
に利用しやすい、あるいはそうした利用を企図した前提や事情が掲げられてい
― 33 ―
行政委員の報酬制度について
るのであり、その意味でこれも『改正地方自治法詳解』や次長通知の説明の紹
介と同じように、自らの結論のための布石となっているのである。但書が置か
れているということは、非常勤職員の有様が一律ではないということであるか
ら（一律であれば、例外を設ける必要はない）、行政委員への但書の適用の適
法性の検討に際して何よりも肝心なことは、一括して掲げられている非常勤職
員の一律でない内実を分析把握し、行政委員という職の内容と他の非常勤職員
のそれとの異同を確かめることであるはずであるが、そのことは判決の但書解
釈の方向にそぐわないものとして特に考慮すべき事情とはされていないのであ
る。
　こうして掲げられた前提や事情のうち、最初の203条の２項第２項（前203条
２項）ただし書の文理や本文・ただし書の関係という前提については、判決は
先ず、確かに、本件ただし書には実体的要件が規定されていないから、本件た
だし書によって条例で特別な定めをするためには特別な事情が必要であるとい
うような実体的要件が存在すると解釈するには困難が伴い、したがって本件た
だし書によって条例で特別な定めをするかどうか、するとしてどのような定め
をするかは、議会の裁量に委ねられている面があることも当然と思われるとす
る。しかし直ちに語を継いで、このような控訴人滋賀県知事側が主張する文理
解釈を突き詰めると、条例で月額報酬制を規定しさえすればそれだけでそれは
適法であるということになりかねず、こうした解釈は法文における原則（本文）
と例外（ただし書）という基本的な約束事項にそぐわない面があるといえるし、
実質的にみても、そのような解釈によって、本文で規定されている日額報酬制
の原則は意味をなさなくなり、本文におけるこの原則と矛盾抵触する結果にな
るおそれが生じるという。加えて原則日額報酬制とされる非常勤職員は執行機
関としての委員会の委員から単純労働を提供する非常勤職員までを含む幅広い
ものであるから、これらすべての非常勤職員について何の制約もなく条例で月
額報酬制をとることができると解することも相当ではないという。
　この最後の部分は滋賀県知事側がいうように、但書に基づき条例で特別な定
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めをするかどうか、するとしてどのような定めをするかは、議会の裁量に委ね
られているとすれば、議会の判断次第ですべての非常勤職員について月額報酬
制をとることができることになって、非常勤職員について原則日額報酬制を定
めた本文の規定は意味をなさなくなり、また不適切な結果（当然日額報酬制と
されるべき非常勤職員についても月額報酬制とされるような事態）を招くおそ
れがあるということのようである。
　しかし筆者にはこうした判示はよく理解できないものである。前にも若干ふ
れたが、法律が条例に委ねるとするのは、住民から選出された議員よりなる合
議制の機関であり、かつ公開の機関である議会に委ねることが、地域の実情を
考慮しつつ慎重で民主的な手続によって適切なルールを作ることにつながると
考えるからであろう。そしてそうした積極的な評価が条例で定めるとすること
の一般的な理解でもあると思われるが、判決はそうは考えずに、むしろ実体的
要件なしに条例に委ねられているとすることは、原則を無視した恣意的なルー
ル作りにつながるおそれがあると消極的に評価しているように見える。しかし
実体的要件の定めなしに条例に委ねられていることは、そうした実体的要件の
設定も含めて議会に委ねることが最も適切妥当なことの処理に通じると考えら
れているということであって、実体的要件の定めなしに条例に委ねることが、
あるいはそうされていると主張することが恣意的なルール作りにつながるとす
るのは短絡的にすぎるであろう。また実体的要件が定められていない場合は、
司法がその実体的要件を考案して条例の内容、すなわち議会の判断をチェック
すべきであるとするかのような判旨は、我が国の法体系における条例の位置づ
けや地方議会の条例制定権の意義とはマッチしないのではなかろうか。
　いい換えると滋賀県知事側の主張は数多くの非常勤職員のうちの一部には、
行政委員のように、その職の性格からして月額報酬制をとるのが妥当ではない
かと考えられる場合があり、そうした場合は議会が但書に基づきその旨を条例
で定めることはその裁量権の範囲内であり、何ら違法ではないとするもので
あって（実際にも条例は非常勤職員のごく一部の行政委員の職についてのみ月
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額報酬制を定めている）、すべての非常勤職員に無条件に応用できるものとし
てなされているわけでも、他の要件とは無関係にひとり議会の条例制定に際し
ての裁量権の尊重が主張されているわけでもないのである。
　つまり滋賀県知事側の主張は、203条の２第１項（前203条１項）に掲げら
れている非常勤職員の多くは必要があると判断されたときに任命者や担当部局
からその都度招集されて立会い、意見をのべ、あるいは審議・とりまとめ・決
定をするのみの、いわばアドホックな活動のための職であるが、しかしその一
部にはそれと異なり、行政委員のように、常勤ではないにしても、常任の機関
として設置され、定期的に、あるいは法により定められた事由の発生とともに
自ら集会して活動を開始し、独立の行政主体として法律により負託された事務
を遂行する責務を負っている職があり、そうした他の非常勤職とは異なる地位
や役割に着目して議会が但書により当該職の職員に月額報酬制を採用すること
は、その条例制定に関する裁量権の範囲内であるとするものである。それはい
わば当初から非常勤職員のうちの一部についての裁量権の主張であって、無限
定な主張ではないのである。それを判決は、「裁量の幅を極めて広く解した場
合には、本文・ただし書の約束事項を逸脱し本文の原則を事実上没却する結果
になりかねない」として、滋賀県知事側の裁量権の主張は原則全体を無にしか
ねない主張と批判するのであるが、それは滋賀県知事側が主張する裁量権の幅
を観念的に拡大してなされた批判であって、いささか牽強付会の印象すら与え
る判示である。
　続く委員等の非常勤職員の特質、その公務員法上の位置づけ、他の職員との
異同等の諸事情に関する判決の分析検討も筆者にはよく理解できないものであ
る。
　ここに掲げられた事情を見ると、一見したところでは非常勤職員の地位や勤
務内容が具体的に検討され、行政委員のそれも具体的に論じられるように見え
るが、上述のように判決が実際にしているのはそのような立入った作業ではな
い。判決はただ議員の報酬と常勤の職員の給与に関する法律の規定を紹介し、
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最後にこれらの議員や常勤の職員に対し、「非常勤の職員は、労働可能な時間
のほとんどを公務に充てるものではなく、その生活を必ずしも地方公共団体か
らの報酬に依存するものではないことが前提となっているから、地方自治法
は、勤務の反対給付である報酬は、勤務日数の多寡（勤務量）に応じて支給す
るのが相当としたものと解される。この点は、委員会の委員等においては更に
顕著であって、本件各委員会の委員には、おおむね別に本業を有し生計の手段
を確立している者が就任することが予定されており、安定した報酬を支給する
必要はないということになる」というのみである。要するに議員や常勤・非常
勤の職員の現行の給与・報酬制度と、非常勤職員は常勤職員と異なり労働可能
な時間の一部のみを公務に割いているという分かり切ったことがのべられてい
るだけであるが、おそらく判決のいわんとするところは、こうしてその特質等
から非常勤職員の日額報酬制には充分合理的な根拠があり、堅持されるべき原
則であるということであろう。
　しかし上にのべたように問題は、行政委員の存在に見られるように非常勤職
員の地位や職務の内実は一様ではなく、一律に日額報酬制をとるのは妥当では
ないのではないかということであり、その問いによく対処するには当然地方公
共団体における行政委員等の地位や職務の有様についてもっと詰めた検討が必
要なはずである。しかし判決は上に見たように非常勤職員一般のごく表面的な
有様に言及するのみで、それ以上踏み込もうとはしていない。もっぱら非常勤
職員一般の報酬は現行法上どのようになっているか、あるいはどうあるべきか
が判決の関心事であり、行政委員もこのように一括して論じられる非常勤職員
の一部であって、それ以上特に他と区別されるべき特性を持つ職ではないので
ある。それどころか、最後の行政委員にふれている箇所を見ると、「別に本業
を有し生計の手段を確立している者が就任することが予定され」いることを理
由として、行政委員こそ非常勤職員の報酬の支給方法の原則とされる日額報酬
制が最もふさわしい職であるとするかのような判示すらしているのである。
　さらに判決の続く203条の２第２項（前203条２項）の趣旨目的の理解も甚だ
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疑問である。つまり判決はここでも相変らず、「現行の法203条の２第２項の規
定は地方自治法の昭和31年改正によって新設されたものであった（改正当時は
203条２項）が、改正前の203条について改正が企図された趣旨目的は、給与体
系が区々で公明性にも欠けていた当時の地方公務員の非常勤職員への報酬につ
いて、国家公務員の給与・報酬を基準として統一性を持たせ、給与・報酬はす
べて法律又はこれに基づく条例にその根拠を置くことを要するものとすること
にあった」とし、さらに、「そして、国家公務員の非常勤の委員等については、
その学識、経験等を拝借するという職務及び勤務の特殊性に照らし、それに対
する報酬は、本質的には謝金に近い性格のもので、勤務時間ではなく、委員会
等への出席１回（すなわち勤務１日）に対する手当で処遇していくことが最も
適当であると考えられ、このような制度が確立していたことから、地方公務員
についても同様の前提で改正案が国会に提案され、本件ただし書が付加された
ものの改正法203条２項（現行の法203条の２第２項）が成立したものであった
と認めることができる」としている。
　前半の、204条の２の新設の意義を前203条２項の新設の意義ともする説明
の問題性についてはこれまで何度ものべたので、ここではもはや繰り返さない
が、後半の説明はさらに問題であろう。そこでは当時の自治庁のスタッフの説
明にそのまま追随して、簡単に、国の非常勤職員についての報酬の原則を適当
として、地方公共団体の非常勤職員にもその原則を導入したのが203条の２第
２項（前203条２項）の趣旨目的であるとし、それで終わっている。国の非常
勤職員の報酬に関する原則をそのまま無条件で地方公共団体の非常勤職員の報
酬制度に導入するのが妥当なのか、とりわけそれは地方行政組織の特色である
行政委員会制度を軽視するものではないかという、国と地方の行政組織の構成
の違いを踏まえた強い反対意見があったこと、但書はそうした経緯の産物であ
ることなどには全くふれられていないのである。
　すなわち203条２項の趣旨目的をいう場合、少なくとも本件訴訟との関係で
は何よりも但書追加の趣旨目的が検討されるべきはずであるが、実際には判決
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はもっぱら日額報酬制が導入されたこと、すなわち203条２項本文の趣旨目的
の検討のみを行い、但書については、「ただし書が付加されたものの」という
表現からも分かるように、203条２項全体にとってはさしたる意味を持たない
ものとして、その趣旨目的の検討はここでは全く行っていないのである。
　むろん判決は次に但書の提案・成立の経緯にふれ、そうしたコンテクストに
おいて但書の趣旨目的に言及するが、このように先ず昭和31年の前203条２項
の挿入という改正の眼目は何よりも日額報酬制の導入であり、それが実現した
ことに重要な意義があるのであって、但書はその原則にとってはネグリジブル
な追加にすぎないかのようにすると、但書の提案・成立の経緯の検討という文
脈で行われる但書追加の経緯やその趣旨目的の解釈もそうしたベースに沿って
行われることになって、極めて実際と懸け離れたものになるおそれがあるので
ある。そして、総合考慮すべき諸事情の最後に挙げられている「立法の経緯」、
すなわち203条の２第２項（前203条２項）の成立、就中但書の提案・成立の経
緯についての判決の検討と結論を見ると、実際にもそのような結果になってい
るのである。
　前述のように提出された政府案には但書はなく、非常勤職員の報酬はすべて
日額報酬制によるとされていたが、衆議院の委員会審議において野党議員より
行政委員にもそうした制度を適用することについて異議が唱えられ、また行政
委員会の全国連絡組織の代表者による反対の意見の陳述や関係者の請願あるい
は陳情等もあって、委員会審議の最終日に与党議員より但書を追加する修正案
が提出されたのであった。その際修正案の提出者を代表してなした鈴木議員の
但書の趣旨説明もすでに紹介したが、判決はこうした衆議院における経過につ
いては、行政委員会の全国連絡組織の代表者による反対の意見の陳述や関係者
の陳情があったことのみ取り上げて、野党委員より行政委員の処遇を低下させ
るものとして強い異議が呈されたことにはふれず、また鈴木議員による行政委
員について月額報酬制を可能にするためという修正案の趣旨説明も全く取り上
げていない。これらの衆議院地方委員会での審議過程については会議録の写し
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が書証として提出されているのであるが、判決はこうした衆議院における肝心
な経過を意図的に無視しているのである。
　判決が代りに取り上げるのは参議院での審議の際のやりとりである。つまり
修正案は衆議院ではそのまま委員会と本会議を全会一致で通過し、参議院に送
られたのであるが、判決は、その参議院地方行政委員会での審議の冒頭、こう
した衆議院における修正の趣旨説明のため衆議院を代表して同委員会に出席し
た鈴木議員が、「政府原案では、（旧―筆者）第203条に一項を加えて議会の議
員以外の非常勤職員に対する報酬は、勤務日数に応じて支給することとされて
おりますが、衆議院におきまして同項にただし書を加えて、条例で特別の定め
をすることにより例外を設けることができることに修正されたのであります。
これは、非常勤職員に対する報酬を日割計算するという原則は堅持するが、勤
務の実情等特別の事情がある場合においては、特に条例をもって規定すること
により勤務口（日？―筆者）数によらないで月額または年額によって報酬を支
給することができるものとし、地方公共団体が特定の職員について実情によっ
て特別の取扱いができるようにされたのであります」とのべたことに注目し、
それを但書の趣旨を適切にのべたものとするのである。
　判決によれば、この鈴木議員の説明は、「修正案の趣旨を明快、簡潔に述べ
ており…、この説明が本件ただし書の趣旨を端的に表現したものと解すること
ができ」、また、再三引用している次長通知の同旨の説明もこの鈴木議員の説
明に基づくものと推認されると評価されている。
　しかし判決のこうした評価は妥当ではない。「勤務の実情等特別の事情」な
どという表現は但書追加の修正案が提出され、全会一致で可決された昭和31年
５月15日の衆議院地方行政委員会においては全く登場していないのである。そ
の間の事情をやや解きほぐしていうと、この衆議院地方行政委員会での審議か
ら先ず窺われるのは、政府・与党間の連係が不十分で、そのため但書追加とい
う修正案が提出されざるを得なくなったということである。つまり政府（自治
庁）側は当然但書が付されていない原案が行政委員の報酬制度を大きく変える
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ことをよく認識していたわけであるが、与党側には当初その認識が充分にはな
く、審議開始後野党の反対や行政委員会関係者の陳情・請願、あるいは意見表
明を受けてようやくそのことに気がつき、収拾策として但書追加という修正案
を提出したのである。そのことは鈴木議員の、「与党ではありますけれども、
委員会にかかってからは、委員としての考え方を一切発表することはできない
という程度のものではありませんので、やはり地方行政の委員として、陳情、
請願をいろいろ検討いたした次第でございまして」という言や、「また非常勤
職員に対する日動（当？―筆者）制の問題にいたしましても、これはやはり審
議過程において与党ではあっても、これを修正することが正しい行き方ではな
いかというような考え方でやりました」という言が示唆している。
　そしてこのことはそれだけでも但書が非常勤職員一般ではなく、行政委員を
念頭に置いて作られ、提案されたことを窺わせるのであるが、この推認はさら
に繰り返し指摘している鈴木議員の昭和31年５月15日の衆議院地方行政委員
会冒頭での修正案の趣旨説明や、同委員会におけるその後の質疑の際の、「私
の提案しております条例によってやろうということを申し上げたのは、先ほど
申し上げました執行機関たる委員会の委員のある者のうちに、条例で定めた地
方公共団体においては、これを適用するという考え方のもとに修正をいたして
おるのであります」との言から確定的になるのである。
　但書追加という修正案は、「勤務の実績等特別の事情がある場合」という勤
務量中心の基準による非常勤職員一般への適用を想定したものではなく、明ら
かに、もっぱら、行政委員という特定の職を念頭に置いて提出されたものなの
である。それならば進んでそのことを法文上明らかにするという方策も考えら
れないわけではなく、事実その旨の質疑もなされたが、鈴木議員はそれに対し
て、確かに但書を行政委員会にのみ限定するという方法も修正案作成の過程で
は検討したが、「（行政―筆者）委員会全部にこれを適用するということを法制
的に明記するのも乱に過ぎる」と考えて、結局地方公共団体の自主的判断に任
せるという形にすることにしたと答えている。
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　このように衆議院地方行政委員会の審議時においては、但書が行政委員を念
頭に置いたものであり、「勤務の実情等特別の事情がある場合」を基準として、
非常勤職員一般に適用されることを想定したものではないことは与野党を問わ
ず、全委員の共通の認識であったのである。
　それが上に見たように、参議院の地方行政委員会における趣旨説明では、鈴
木議員は、但書は「勤務の実情等特別の事情がある場合」に適用を予定したも
のと説明し、判決はそれを適切な説明と評価して、次長通知もこうした説明に
基づくものと推認している。しかし筆者の推察では鈴木議員の参議院地方行政
委員会冒頭での説明が次長通知につながったという推認は実は逆であり、また
鈴木議員の「勤務の実情」云々という説明はその本意ではなかったと見るべき
であると思われる。
　つまり一律日額報酬制という自らの原案を修正され、その修正案が与野党一
致で衆議院を通過することによって成立必至となった段階で、自治庁は原案と
その修正案をどう整合させるか、すなわち、修正案にもかかわらず原案の趣旨
は堅持されたということをどう説明するかを考え始めたのであろう。そしてそ
の結果考えついたのが、「勤務の実情等特別の事情がある場合」に但書は適用
されるという解釈であった。こうすれば但書の適用は極めて限定され、また非
常勤職員＝日額報酬制という原則は影響を受けないから（前にのべたように、
勤務の実情が常勤職員と同じ非常勤職員というのは本来言語矛盾であって、そ
うした存在はふつうは考えられないし、仮にそうした非常勤職員が存在すれ
ば、それは実質的には常勤職員であるから、月額報酬制を適用しても、非常勤
職員＝日額報酬制という原則が特に損なわれたことにはならない）、一律日額
報酬制という当初のプランは実質的にはほとんど無傷で維持されることになる
のである。
　そして筆者のさらなる推測では、自治庁は参議院地方行政委員会で修正案の
趣旨説明をすることになった鈴木議員にこうした「勤務の実情」云々という表
現を教示するか、あるいはそのことをしたためたメモを渡すかし、簡潔かつ理
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論的に趣旨説明をする必要があった鈴木議員はそれが実は当初の自らの但書提
案の趣旨をずらそうとするものであることに気がつかずに、その表現を使った
のではないかと思われる。衆議院の審議では登場しなかった「勤務の実情」云々
という表現が突然登場し、しかも次にみるようにこうした表現の意味の説明を
求められた鈴木議員が答えに苦労しているのを見れば、このような推測は充分
に成り立つのである。
　ともあれ、これが、判決の鈴木議員の参議院地方行政委員会における「勤務
の実情」云々という趣旨説明についての高い評価のうちの、次長通知はこの説
明に基づくという推認の部分への疑問・異論であるが、もう１つの疑問・異論
の対象は、「勤務の実情」云々という説明が、「修正案の趣旨を明快、簡潔に述
べており」、「本件ただし書の趣旨を端的に表現したもの」とする評価である。
簡潔であることは確かであるが、明快で端的な表現とは到底いえないとするの
がむしろふつうの評価であろう。
　実際参議院地方行政委員会での鈴木議員のこの説明に対しては、直ちに、一
寸分からぬ所があるとして、委員から、「勤務の実情等特別の事情がある場合」
とはどのような場合を予想しているかという質疑がなされているのである。鈴
木議員はそれに対し、「その具体的な面といたしましては、非常勤職員の中に、
選挙管理委員会の委員あるいは人事委員会の委員、公安委員会の委員とか、あ
るいは教育委員会の委員とかいう特殊的な執行機関たる委員会の委員がござい
まするが、それらの委員会の現状を見ますというと、選挙管理委員会におきま
しては、性格も相当違いますし、また勤務状態も、委員長その他ほとんど毎日
出られまして、事務をしておられるという所もあるのでございます。もちろん
全国の例をとりますと、そうでない所もございますが、そういうような、各地
方団体の実情に即しまして、地方団体自身が月給制でやった方がよろしいと
か、あるいは日当的な手当をやるにしましても、その日に支給しなくて、それ
を月に合計をして計算して、日給制にするというようなことをやっておる所も
ございますし、それぞれ地方公共団体の自主的なやり方にまかせていくこと
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が、現実に即した地方団体の運営であろう、こう考えまして、例外を設けたわ
けであります」という、「勤務の実情」云々という自らの説明に合わせようと
しつつ、必ずしもそれとはうまくマッチしない不明確な答弁をしているのであ
る。そのため当の委員から再度、「勤務の実情等によって、あるいは特別の事
情があるというようなことで、勤務日数によらない、日割によらない月額ある
いは年額幾らという報酬を支給するというのは、一体どういう場合を予想され
ておるのかというのが私の質問の論点なんですね。ところが、今の御説明では、
各種の委員会の委員というものは、みんな日割計算ではないというふうにとれ
るのですね。日割計算にしない方が実情に即するじゃないか、だから、地方公
共団体がそれぞれ条例で、月額あるいは年額による報酬を出すというなら出し
得る、こういうように改めるとおっしゃるのだが、これはいろいろな委員会か
ら、特に選挙管理委員会から熱心な陳情がございますが、そういう陳情をおい
れになったものだ、こう了承してよろしいですか」と尋ねられている。そして
結局鈴木議員は、「修正の条文は、『条例で特別な定をした場合は、』というこ
とになっておるのでありまするが、特別の定めをするというのはどういう場合
にするかというときに、先ほどやや具体的な例を示して申し上げたのでありま
するが、衆議院におきましての考え方としましては、ただいまの御質問の通り、
選挙管理委員会等の陳情がもっともであると考えまして、それをある程度是認
いたしまして、そのような方々の陳情がそれぞれの地方公共団体においても認
められるということを期待いたしまして、条例にまかしたというのが実情であ
ります」とのべ、「勤務の実情」云々という抽象的な説明は実は借物であり、
但書は実際は行政委員を念頭に置いたものであることを認めているのである。
　これは昭和31年５月21日の参議院地方行政委員会でのやり取りを摘記した
ものであるが、５月29日の同委員会における鈴木議員の説明を見るとさらに上
記のことははっきりする。すなわち鈴木議員はこの日、「ただその行政委員会
の委員のいわゆる報酬でありますが、ことにその委員のうちに常勤の場合は、
これは触れておらないようでありますが、非常勤の委員の報酬につきましては
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日給制をとるような原則が政府案として出ておったわけであります。もちろん
そこには委員会の委員という言葉はないのでございまして、地方自治体の非常
勤の職員、こういうふうに規定されておりまして、非常勤職員の職員は何ぞや
ということが203条の１項でかすかにそれが書いてあります。それを見ますと
委員会の委員が含まれておるということが発見されたわけであります。そこで
委員会の委員以外の非常勤の職員につきましては別といたしましても、執行機
関である委員会の非常勤の委員の手当につきましては、これは特例を開くこと
が現実に即して妥当であるという考え方を持ちまして、そういうことからいた
しまして、主として委員会の委員を頭に描いたために、条例で特別の規定をす
ることができるということに狭めたのであります。初めは政府原案を削除しよ
うと考えました。削除いたしますと、203条の１項によりましてあらゆる非常
勤の職員が適用されることになりまして、結局幅が広くなりますので、すべて
委員会の委員につきましては特例を開きたいという考え方で、その判定を府県
の条例にまかしたという結論に最後的には到達いたした次第であります」と、
結局衆議院地方行政委員会における修正案の趣旨説明とほぼ同じ説明に戻って
いるのである。
　こうしてみると、「勤務の実情」云々という説明は明快で端的に但書の趣旨
を説明するものではなく、またことの実体を正確に反映したものでもないこと
が、明らかになるであろう。
　しかし判決は、「勤務の実情等特別の事情がある場合」というのが但書追加
という修正案の趣旨目的のエッセンスであったとする立場を決して崩さない。
途中の行論を省略して、判決が「法203条の２第２項の趣旨・意味内容のまと
め」と題してのべていることをそのまま紹介すると、「法203条の２第２項（昭
和31年改正後の法203条２項）は、同条１項所定の非常勤職員に対する報酬は
その勤務日数（勤務量）に応じて支給するとの同条２項本文の原則は堅持しつ
つ、そのただし書において、各地方公共団体の議会が制定する条例をもって特
別な定めをすることができることを認めたものであるところ、本件ただし書に
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実体的な要件は規定されていないから、原則的には、本件ただし書によって条
例で特別の定めをするかどうかは議会の裁量にゆだねられていると解するのが
相当である。しかし、昭和31年改正によって本件ただし書を付加した趣旨は、
当時繁忙とされていた選挙管理委員会や人事委員会等の執行機関である委員会
の委員について、その勤務の実情等特別な事情のある場合においては、特に条
例をもって規定することにより、特定の職員について勤務日数によらず月額又
は年額等によって報酬を支給することができるようにしたというものであった
と認められるから、本件ただし書を適用して条例で特別な定めをするかどうか
は、地方公共団体の議会が、本件ただし書の趣旨目的を踏まえて、対象となる
非常勤職員の勤務内容及び勤務態様等の具体的事情を考慮し、月額報酬制等を
とるのを相当とするような特別な事情があるかどうかを判断して、裁量により
これを決することになる」としているのである。
　繰り返していえば、修正案の提案理由は、日額報酬制の対象とされている非
常勤職員のうちの行政委員についてはその職の性格上、例外を可能にすること
が必要であるというものであったところ、判決は非常勤職員のうちには選挙管
理委員や人事委員のように多忙な職員も存在するから、そうした繁忙な非常勤
職員については議会の裁量により例外を可能とするのが修正案の趣旨と矮小化
するのである。選挙管理委員会や人事委員会の名が確かに途中で登場するが、
それは偶々それらの委員会については全国連絡組織があり、意見表明や陳情、
請願がし易かったということであり、また多忙さも陳情、請願を効果的にする
ために口にされているのであって、特定の繁忙な行政委員会があることを受け
て、多忙という基準で非常勤職員一般に適用されるものとして但書が提案され
たという結論を導き出すものではないのである。
　もっとも判決は最後に、「本件ただし書を適用して条例で特別な定めをする
かどうかは地方公共団体の議会が、本件ただし書の趣旨目的を踏まえて、対象
となる非常勤職員の職務内容及び勤務態様等の具体的事情を考慮し、月額報酬
制等をとるのを相当とするような特別の事情があるかどうかを判断して、裁量
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によりこれを決するものということになる」とのべて、勤務量のみならず、勤
務内容も報酬の支給方法を決定する上での考慮要素になるかのようにのべてい
る。
　しかし実際には判決は直ちに語を継いで、「ところで、どのような場合が『特
別な事情がある場合』に該当するのかを考えるに、この点は個別の実情にもよ
るが、少なくとも次の①から④までのような場合はこれに該当すると考えられ
る。すなわち①当該非常勤職員の役所における勤務量が常勤の職員に比肩し得
るあるいは準ずる場合、②役所における勤務量が必ずしも多くはない場合で
も、役所外の職務執行や役所の内外での勤務に備えての待機等が多いなど事実
上の拘束があって、月額で報酬を支払うのが相当と考えられる場合、③勤務量
を認識することが困難で、日額報酬制をとるのが不相当と判断され、月額報酬
制をとらざるを得ない場合、④その他勤務や地方の実情に照らし、この原則に
よらずに月額報酬制を必要とする特別な事情がある場合（…職責が極めて重大
で、そのこと又はその他の事情により任期中の委員の生活に対し大きな制約が
生じる場合は、この④の場合に該当すると解される。）などが考えられる」と
いって、勤務量を前面に押し出している。
　すなわち②は①と実際は同じことであり、③も「特別な事情」を勤務量に
よって判断することには変わりない。しかもこの①～③は前に紹介した『改正
地方自治法詳解』が例外的に月額報酬制をとることが認められる例として挙
げるケースとほぼ同じである。ただ④のみはやや趣を異にするが、「特別な事
情」を具体的に説明するのに、「その他勤務や地方の実情に照らし、この原則
によらずに月額報酬制を必要とする特別な事情がある場合」を挙げても説明に
はならないであろう。また、「職責が極めて重大で、そのこと又はその他の事
情により任期中の委員の生活に対し大きな制約が生じる場合」という、判決が
④に関するより具体的と考える説明も実は極めて曖昧である。非常勤職ではあ
るが、「職責が極めて重大で」、かつ、「任期中の委員の生活に対し大きな制約
が生じる場合」というのは、一体どういう非常勤職員を想定しているのであろ
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うか。元々判決は非常勤の委員等については、その学識・経験等を拝借すると
いう職務及び勤務の特殊性に照らし、それに対する報酬は本質的には謝金に近
い性格のものであることを理由として、当然日額報酬制が原則となるとしてい
た。いわば職責はそれほど重大ではなく、拘束も弱いという共通の特質が判決
が非常勤職員の報酬制度を考えるに際しての前提となっているわけであり、こ
こでそれとは逆のイメージを示すことは、一貫性に欠けるとも批判され得よ
う。またそうした職責が極めて重大で、任期中の生活に大きな制約が生じるよ
うな職があるとすれば、それはむしろ常勤の職で、しかも首長か、それに近い
ポストに当てはまるイメージというべきであろう。少なくとも但書の提案理由
でも、質疑においても、このようなケースが但書の対象として語られたことは
ないのであって、但書が想定しているのはこうした非常勤職だというのは、判
決の創造というべきではなかろうか。
　ともあれ判決はこのようにして、但書は主として、勤務量に照らして日額報
酬制よりも月額報酬制に拠るべきだと思われる特別の事情がある非常勤職員が
存在する場合に適用が予定された規定とするのであり、このようにまとめた後
に付け足し的に行政委員の職務内容等にふれ、それは特段の評価に値するもの
ではなく、勤務量を度外視して月額報酬制をとることを法が許容しているとは
解されないと、結局１審大津地裁判決と結論を同じくするのである。違うのは
１審判決が但書成立の経緯には全くふれずに、ただ当時の自治庁のスタッフの
官僚的なロジックやレトリックを駆使した解釈を単純になぞっただけなのに対
し、２審判決は同じ結論に行き着く前に但書の提案・審議という立法の経緯を
一応検討していることぐらいであって、つまるところ両判決とも、『逐条地方
自治法』や『改正地方自治法詳解』の但書解釈に追随して事件を処理しようと
している点では共通しているのである。
　こうなれば当然２審判決も最後には１審判決同様滋賀県労働委員会、収用委
員会、選挙管理委員会の各委員の勤務量を具体的に点検し、そこに月額報酬制
を採用することが相当と考えられるような特別な事情があるかどうかを検討す
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ることになる。そしてそうした事実を認めることは困難であるとして、これま
た１審判決同様差止請求を認容するのである。ただ２審判決は、選挙管理委員
会委員長については、その勤務日数は１か月におおむね５日弱であり、そうし
た常勤職員のほぼ４分の１に当たる勤務日数に対する現行の月額報酬制は、当
不当はともかく、203条の２第２項本文の日額報酬制の原則と矛盾接触して著
しく妥当性を欠く状態になっているとは直ちに断じ難いというべきであるとし
て、原判決中の選挙管理委員会委員長に関する請求を認容した部分は取り消す
としている。筆者のこうした結論に対する見解はこれまでのべてきたところか
ら明らかであるから、ここで改めてのべる必要はないであろう。
　ただこうした２審判決については最後になお２つのことを付け加えておきた
い。
　１つは但書の趣旨や意味内容をどう解するかということにつき、判決は前述
のように先ずその解釈態度をのべているが、その最後で、「本件訴訟は、現時
点に立って今後の本件委員らへの月額報酬の支出の差止めを求めるものである
から、法203条の２第２項ただし書の意味内容についても、現時点における合
理的解釈を検討すべきものである」としていることについてである。判決はこ
のことを敷衍して、全国のほとんどの地方公共団体が各種委員について月額報
酬制を半世紀以上継続して採用してきており、その点にはそれなりの経緯と理
由があったと考えられるとしつつ、「しかし、当時から既に半世紀以上を経た
今日では、多くの地方公共団体において財政的困難に直面し、首長等が法や条
例で規定されている給与を一部カットする非常措置をとったり、職員の給与に
減額措置をとるような状況に立ち至っていることは周知の事実である。また、
一般にも、より適正、公正、透明で、説明可能な行政運営が強く求められる社
会状況になっており」、「このような社会情勢の大きな変化を前提としつつ、…
月額報酬制をとるのを相当とするような特別な事情があるかどうかを検討し、
もって本件規定が同条項本文の原則に矛盾抵触して著しく妥当性を欠く状態に
なっているかどうか、そしてそのような状態が相当期間内に是正されていない
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といえるかどうかによってこれを決すべきものと考える」とのべている。
　これは一見すると、それなりに筋の通った判示のように見えるが、実際には
かなり一方的な思い込みの強い判示である。
　例えば地方公共団体における今日の財政的困難をいい、恰も但書制定時には
そうした事情はなかったかのような印象を醸し出しているが、但書が制定され
た昭和31年当時の大きな国政上の問題の１つは、赤字に苦しみ、危機に瀕し
た地方財政の根本的再建だったのであり、政府の一律日額報酬制という当初案
も既述のように、国家公務員と地方公務員の給与制度の統一化という側面と共
に、経費削減を図るというねらいもあったのである。すなわち当時も地方財政
の状況は厳しかったのであり（そのことは但書をめぐる審議の中でもしばしば
ふれられている）、そうした状況の中で敢えて政府原案に修正案として追加さ
れた但書の解釈に当たって、殊更今日の地方財政の困難さを持出すのは、そう
した立法時の事情についての認識不足を示すものにすぎないのである。また職
員の給与に減額措置が講じられていることにもふれているが、そうした措置が
講じられれば、それは当然行政委員にも及ぶのであって、行政委員のみひとり
従前の報酬額をそのまま享受し続けているわけでもないのである（現に滋賀県
選挙管理委員会委員は平成23年には従前より月２万4000円減額された）。
　さらに、「より適正、公正、透明で、説明可能な行政運営が強く求められる
社会状況」といっているが、これも一見そう見えるほど妥当な判示ではない。
恐らく判決はここで情報公開とか説明責任とかいう、近時行政などのあり方に
ついていわれているプリンシプルを念頭に置いているのであろうが、本件争訟
はいわゆるお手盛りや闇で行政委員の報酬が支給されているというような、行
政運営を争い、問題にするものではない。行政の内容や手続に平等性や透明性
という点で違法があるとする争訟ではなく、但書が原告がいうような制限を議
会の条例制定権に課しているかどうかが争われているのであって、それは、本
質的には社会情勢の大きな変化などとは（そうした変化が判決がいうほど存在
するわけではないことは上にのべたが）関係ない立法権行使の有様（立法裁量）
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の問題なのである。そのことが充分に弁えられないままに、公正透明で説明可
能な行政運営という、確かに今日重要な問題にはなっているが、本件争訟の本
質とは直接関係ない事項を持出して、判決自身がいささか陶酔している気配が
あり、そのこともやはり強く批判されるべきであろう。
　もう１つ筆者が最後に付け加えたいのは、結論もさることながら、判決の但
書立法の経緯の扱い方の不当さである。筆者は判決が展開したような理由での
月額報酬制違法という結論には反対であるが、それとは別の理由で月額報酬制
の違法が説かれるのであれば、それについては充分検討する用意はある。その
意味で判決の結論自体には必ずしも一方的な批判の念ばかりを持っているわけ
ではない。むしろ筆者がそれよりもはるかに強い批判の念を持っているのは、
判決が鈴木議員のまことに明快な、行政委員という職を念頭に置いて但書きを
提案したという趣旨説明は全く取り上げず、それ以外の自己の結論に都合の良
い（もっとも判決が思うほど都合が良いとも見えないが）断片的な発言のみを
無理に拾い上げていることである。前にものべたように鈴木議員の一連の発言
はすべて書証として提出されているのであるから、一読すれば誰でもそれを主
たる提案理由と判断できる発言に判決がふれていないのは意図的な無視である
が、そうした態度がはたして裁判官として許されるのであろうか。弁護士なら
まだしも依頼人の利益を損なうような事実はパスするということも許されるで
あろう。しかし裁判官がそうした態度をとることはその職の性格からすればア
ンフェアであり、司法に対する信頼を深く傷つけることになるであろう。２審
判決についてはとくにこのことを強くいっておきたい。
４　下級審関連判決
　上の２でのべた平成21年１月22日の滋賀県知事に対する３委員会委員への
月額報酬支給の差止めを求めた訴訟（以下では「滋賀訴訟」という）に対する
大津地裁判決に触発されて、その後全国的に同様の訴訟がかなりの数提起され
た。その結果すでに幾つかの判決が出されているので、滋賀訴訟の最高裁判決
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についてのべる前にここで筆者が目にすることのできたそれらのうちの３つの
下級審判決を簡単に紹介しておくことにしよう。
　その１つ目は兵庫県知事等に対し、９委員会（すなわち地方自治法上都道府
県に設置が義務づけられているすべての行政委員会［最初にものべたように、
本稿では便宜上監査委員も行政委員会として扱っている］―筆者）の委員への
月額報酬の支給権者ないし支給権者であった者（知事の職にある者及び教育長
ならびに警察本部長であった者）に平成19年度と20年度に支給した報酬につき
損害賠償を請求すること、各委員らに２年度に受給した報酬につき不当利得返
還請求をすること、平成21年度において各委員に対し１人１日当たり１万5000
円に実際の勤務日数を乗じた金額を超える金額を支給してはならないことなど
を求めた訴訟に対する平成22年４月の神戸地裁判決（13）（以下単に「兵庫訴訟判
決」という）であり、また２つ目は愛知県知事に対し、監査委員を除く８委員
会の委員への月額報酬の支給の差止めを求めた訴訟に対する平成22年７月の
名古屋地裁判決（14）（以下単に「愛知訴訟判決」という）、３つ目は栃木県知事
に対し、海区漁業調整委員会と内水面漁業管理委員会を除く７委員会の委員へ
の月額報酬の支給の差止めを求めた訴訟に対する平成22年10月の第２審東京
高裁判決（15）（以下単に「栃木訴訟判決」という）であるが、このように請求の
内容や対象となった委員会等に若干の相違があり、また判決もそれぞれ知事以
外に被告とされた者（元教育長や警察本部長）の被告適格や報酬支給の権限を
各行政委員会の事務局長等に委任している場合の知事の被告適格、あるいは監
査請求が所定の期間を経過してなされたことに「正当な理由」があるか否かな
どにも及んでいるといった違いがあるが、行政委員に対する月額報酬の支給が
地方自治法203条の２第２項（前203条２項）に反するか否かが基本的な争点で
あることは滋賀訴訟同様である。そこでこれら３つの判決の紹介ももっぱらこ
の点にしぼって行うことにする。
　兵庫訴訟判決は203条の２第２項（本節で扱う３つの訴訟が提起された時点
では前203条はすでに203条と203条の２に分けられ、これまでに何度ものべた
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ように前203条２項は203条の２第２項となっていたので、以下本節と次節で
は203条の２第２項とのみ表記する）について、「203条の２第２項本文が原則
としてその勤務日数に応じて報酬を支給するとしたのは、その報酬が非常勤職
員の役務の提供に対する対価であり…、勤務の量に応じて支給されるべきもの
であるためと解される」が、ただ、「同条１項の職員には多種多様なものが含
まれており、その職務の内容や性質等に照らして、当該非常勤職員が提供する
役務を勤務日数のみによって評価することが相当ではなく、月額又は年額報酬
を支給することが適切な場合も考えられ、同条２項ただし書は、条例をもって
特別の定めをすることを認めている。そして、同ただし書は、どのような場合
に特別の定めを置くことができるかについて特に規定していないところ、これ
は、非常勤職員及びその職務内容が多種多様なものを含み一概にどのような職
員に対し、どのような場合に月額又は年額報酬を支給するのがふさわしいかを
定めることが相当ではなく、各普通地方公共団体の議会が、各非常勤職員の職
務の実情に応じて判断すべきものであるためと解される」とした上で、原告ら
の勤務量が常勤職員と同様な非常勤職員にのみ適用されるという滋賀訴訟原告
や同訴訟大津地裁判決がしたのと同様の但書解釈を、「条文上そのような制限
は明示されていない」とし、さらに次のようにのべて退ける。
　「原則として勤務日数に応じて報酬を支給するとされたのは、…非常勤職員
の報酬が役務の提供に対する対価であるためであり、職務の内容及び性質等に
照らし、登庁して会議等に出席する以外にも、通常、勤務時間として把握し切
れない機会に職務遂行のため諸々の調査研究を行うなど役務を提供していると
見るべき場合が相当程度あるのであれば、勤務日数のみでは提供した役務の質
量を的確に評価できないものとして、報酬を月額制又は年額制とすることに合
理性があるといえる。地方自治法203条の２第２項は、当該非常勤職員の提供
する役務の内容及び性質のいかんにかかわらず、勤務実態が常勤の職員と異な
らない場合…のみ月額又は年額報酬を支給できる旨を定めたと解するのは狭き
に過ぎるといわざるを得ない」。勤務量を但書が適用できる唯一の要件とする
― 53 ―
行政委員の報酬制度について
原告らの主張に対して、他の要件もあることを説いて、筆者がこれまでのべて
きたことと同旨である。
　さらに判決は、「原告らは、非常勤職員に対する報酬は、生活給たる意味は
全く有せず、純粋に勤務に対する反対給付としての性格のみを持つことを指摘
するが、…、そのことと報酬の支給方法として日額制ではなく月額制等を採用
することは必ずしも矛盾するものではない。勤務日数に応じて報酬を支給する
か月額又は年額報酬を支給するかは、当該非常勤職員が提供する役務の内容及
び性質が勤務日数により評価すれば足りるものであるかどうかにより判断され
るべきものであって、生活給の性質を有しない場合であっても、その職務内容
等に照らして、月額又は年額報酬を支給することが提供される役務の質及び量
により相応する支給方法であるといえる場合もあり得る」というが、これも、
生活給＝月額報酬制、反対給付＝日額報酬制と論理必然的、固定的にリンクす
るわけではなく、また一般に月額報酬制は日額報酬制よりも処遇における高い
評価を意味し、したがって重要な職務を果たし、職責を担う職員についてはた
とえ非常勤であっても、月額報酬制を採用することに何ら問題はないとする筆
者と同じ判断である。
　加えて判決は203条の２第２項について、「同項は、委員会の委員らの具体
的職務内容等を踏まえた上で、同委員らについて勤務日数に応じた報酬を支給
することを原則としたとまでは解されず、非常勤職員の種類ごとに個別に規定
することが立法技術的に容易ではなく、むしろ、各普通地方公共団体の議会が
その実情も踏まえて判断することが相当と考えられたため、非常勤職員一般に
ついて、非常勤という共通項に着目して報酬日額制を原則とする体裁を採った
と解されるから、同項の規定から、直ちに行政委員会の委員につき日額制以外
の報酬支給方法が許される余地は少ないということはできず、上記のとおりそ
の判断は、原則として普通地方公共団体の議会の裁量に属するというべきであ
る」という、さらに踏み込んだ判示をしている。
　こうして判決は、「したがって、本件各委員らが、日々、常勤職員と同様の
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時間勤務しておらず、その年間の勤務日数も200日以下であったとしても（原
告らは勤務実態が常勤の職員と異ならないといえる場合の具体的指標としてこ
のような目安を主張していた―筆者）、そのために本件条例（「兵庫県委員会の
委員等の報酬及び費用弁償に関する条例」―筆者）２条、別表第１が地方自治
法203条の２第２項の規定又はその趣旨に反し無効であると解することはでき
ない」と結論する。
　しかし兵庫訴訟判決の結論はいわば二段構えになっていて、こうした原告ら
の203条の２第２項の解釈を退ける結論だけでは終らない。続いて訴訟の対象
になった行政委員の職務の性質やその内容を検討して重ねて原告らの主張を退
ける結論をのべるのである。
　すなわち判決は、本件各行政委員の全部又は一部につき、提供する役務の質
及び量は勤務日数のみを基準として遺漏なく把握することができ、日額制以外
の報酬支給方法を採用する合理性が全く欠けていると認めることはできないと
した上で、かえって本件各行政委員らはいずれも長の部局から職務上独立して
事務を行う執行機関の構成員として、法令上広範かつ重要な職務権限を行使す
るとともに、所管する行政運営について直接責任を負う立場にあること、なら
びに委員の中には任期中一定の活動の制限や服務上の義務が課され、委員会の
会議への出席以外にも委員会活動に関連する公式・非公式の各種行事に出席し
たり、委員会の会議の開催前後に資料や議案の検討に相当の時間を割いている
者もいることも窺え、「したがって、本件における原告らの主張及び当事者双
方の立証による限り、兵庫県議会が、本件各委員らについて、委員会の会議等
への出席日数という勤務日数に応じて報酬を支給するよりも月額報酬を支給す
ることが相当と判断し、本件条例２条、別表第１を制定したことが立法裁量の
範囲を逸脱又は濫用したものであるということはできない」というのである。
　203条の２第２項の文理解釈上兵庫県議会が条例により定めた本件各行政委
員の月額報酬制は違法無効ではないのみならず、その勤務内容や態様、あるい
は職責等に照らし実質的基盤を有するという点からも月額報酬制は違法無効で
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はないとするわけである。このように文理解釈と実質的判断という２つの側面
に分けてそれぞれ月額報酬制の適法性について結論を示すのも１つの方法と思
われるが、ただ判決は昭和31年改正時の但書成立の経緯については全くふれて
いない。ふれなくても原告らの主張を退ける文理解釈が可能であったというこ
とかもしれないが、判決文を見る限り被告側の主張にもそのことにふれた形跡
がないことからすれば、あるいは裁判当時は未だ但書成立の経緯が被告側や担
当裁判官にもよく知られていなかったということかもしれない。
　愛知訴訟判決はそれと異なり、但書成立の経緯にかなりくわしくふれ、しか
も、但書は主として行政委員会の委員を念頭に置いて提案されたものであり、
また条例によって特別の規定をした場合にはこの限りではないとしたのは自治
体の自主性を尊重するためであるという鈴木議員の説明を中心的に取り上げて
いる。そして判決は、こうした「昭和31年改正の経過に照らせば、地方自治
法203条の２第２項本文は、非常勤職員に対する報酬が、常勤職員に対する給
与と異なり、原則として、いわゆる生活給たる意味を持たず、純粋に勤務に対
する反対給付としての性質のみを持つものであり、したがって、それは勤務量
（勤務日数）に応じて支給されるべきことを明らかにし、国の非常勤の職員に
対する報酬支給方法と平仄を合わせるため、日額制としたものと解することが
できる。他方、非常勤の職員には多くの職種が含まれ、その中には、執行機関
である行政委員会を構成する委員も含まれており、当該委員の職務内容は、単
に委員会に出席するのみではなく、それ以外、すなわち実際に出勤して勤務を
していない場合でも、職務に関連した調査・研究をしていることがあるといっ
た勤務の態様、職務の内容及び職責等に照らし、勤務日数に応じた報酬の支
給（日額制）をしたのではかえって不都合を来す職場もあるので、同項ただし
書を設け、非常勤の職員のうちの一部の者については、各地方公共団体が、各
地の実情や当該非常勤職員の勤務の態様や職責等に照らし、月額制等日額制以
外の方法による報酬支給をする選択肢を認めたものと解される。…地方自治法
203条の２第１項に規定する職員につき、いかなる場合に条例によって日額制
― 56 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　合併号（2012年）
以外の報酬を定めることができるかについては、条文上何ら限定はされておら
ず、上記の昭和31年改正の経過や地方公共団体の自主立法権の尊重という観点
に照らしても、上記職員につき、いかなる場合に日額制以外の方法による報酬
を支給するかは、条例制定権限を持つ議会の広範な裁量にゆだねられているも
のと解するのが相当である」と但書の意義を解釈する。
　したがってこのような立場からすれば、兵庫訴訟同様、滋賀訴訟の原告と同
じ但書解釈をのべた原告らの主張は、当然退けられることになる。「この点、
原告らは、同項ただし書により日額制以外の報酬とすることができる場合を、
当該非常勤職員が、常勤の職員と比して、それと同程度の勤務実態を有し、常
勤の職員と同程度の出勤が予定されているなどの特別な合理的理由がある場合
に限られると主張する。しかし、条文上このような限定を読み取ることはでき
ない上、行政委員会の委員はこれまでにも指摘したとおり委員会に出席するこ
とのみが職務ではなく、その勤務量を勤務日数のみにより量ることが相当な職
種ではないと認められるから、単に勤務実態（勤務日数）のみに着目して議会
の裁量権の範囲を画することは相当ではない。よって、原告らの上記主張は採
用できない」とするのである。
　兵庫訴訟判決は前述のようにここで、したがって行政委員の勤務量が常勤職
員と同様ではないにしても、そうした行政委員に月額報酬を支給することを定
めた県条例の規定は、203条の２第２項の規定又はその趣旨に反し無効と解す
ることはできないとの結論を示して一旦切り、改めて次に、行政委員の職務権
限や職務内容あるいはその地位等の検討を行うのであるが、愛知訴訟判決は殊
更そうした二段構えの判示はせず、そのまま行政委員の職責や勤務の態様につ
いての検討に進む（先にのべたように訴えは知事に対し、８委員会の委員への
月額報酬の支給の差止めを求めるものであったが、５委員会委員については知
事に被告適格がない―事務局長等に報酬支給権限が委任されている―として訴
えは却下され、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会とい
う３委員会の委員のみが判断の対象とされている）。
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　その結果はそれまでの展開から容易に予想がつくが、判決は、「本件で問題
となる本件３委員会は、いずれも、地方自治法上、愛知県の執行機関である行
政委員会であり、自らの判断と責任において、その与えられた事務を、誠実に
管理し及び執行する義務を負う（同法138条の２）立場にあり、その委員の任
用にも、前記のとおり一定の制約があるものである。したがって、このような
立場にある本件３委員会の委員の職責や勤務の態様は、行政委員会の委員では
ない他の非常勤の職員とは大きく異なるものであり、その勤務量を勤務回数の
みによって量ることはできない面があることから、その報酬の支給方法につい
ても、必ずしも日額制を採用しなければならないとまではいえず、本件３委員
会の委員の報酬について月額制を採用したことが、議会に与えられた裁量権の
範囲を逸脱し、又はこれを濫用したものとは認められない」と結論するのであ
る。
　両判決とも上に指摘したように行論に若干の違いはあるものの、このように
203条の２第２項の趣旨からも、行政委員の職務権限や職責、あるいは勤務の
態様等からも、月額報酬制を定める県条例に違法性はないとするのであるが、
筆者にはこれがごく通常の判断ではないかと思われる。いい換えるとその分そ
れとは対極的な判断をした滋賀訴訟大津地裁判決と大阪高裁判決の特異さが改
めて浮き彫りになるように思えるのであるが、栃木訴訟判決も、ほぼ兵庫訴訟
判決及び愛知訴訟判決同様の判示をしている。少し長くなるが、但書の解釈に
ついてのその判断を引用すると、栃木訴訟判決は、「法203条の２第２項ただし
書は、非常勤の職員に対する報酬について、日額によらない報酬を定めること
ができる例外規定であるが、規定の文言上、これができる場合の実体的要件や
基準については明示されていない。法203条の２第２項は、昭和31年の法改正
の際に新設された規定であるが、《証拠略》によれば、同項ただし書は当初の
改正案には存在しなかったが、全国人事委員会連合会代表及び都道府県選挙管
理委員会連合会代表が同改正案の衆議院地方行政委員会における審議に参考人
として出席し、各委員会の委員報酬を日額制にすることは、その職務の性格、
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責務及び勤務の実態に照らして適当ではないとして月額とするように求める要
望を述べ、その後に加えられた修正により新設されたものであり、この修正案
についての衆参両議院の審議の経過を見るに、条例で特別の定めをするについ
て、勤務実態が常勤の職員と異ならないといえる場合に限られるとの趣旨が明
確にされていたとは認められない。すなわち、非常勤職員に対する報酬は純粋
に勤務に対する反対給付としての性格を有するものであるから、勤務量に応じ
て支給されることが原則であるが、実際問題としては、非常勤の職員には各種
のものがあり、その従事する職務やこれを受けてのそれぞれの勤務の態様は
様々であり、各委員会の委員については、かねて全国の地方公共団体のほとん
どにおいて月額で報酬が定められていたことを踏まえつつ、その職務の内容や
勤務の態様に照らし、報酬を一律にその勤務日数に応じて支給するような取扱
いをすることが具体的事情にそぐわないこととなるおそれがあるとの懸念が示
されたことを受けて、各地方公共団体においてその判断により特別の定めをす
ることを認める旨を明らかにしたものであると解される。そうすると、地方公
共団体が、本件各委員の報酬を定めるに際し、法203条の２第２項ただし書に
より条例をもって特別の定めをするについては、控訴人の主張するような勤務
実態が常勤の職員と異ならない場合に限られるものではなく、勤務日数や執務
時間、業務の繁忙等の業務実態、各委員の業務内容、業務の性質、権限の内容
や性質、委員が負うこととなる職責、兼職禁止等の各種制限、各地方公共団体
における財政規模や財政状況、適性を備えた人材確保の必要性とそのための相
当な報酬額など、各種の要素を勘案した上、自主的な判断の下に行うことがで
きるものと解するのが相当である」と判示している。
　愛知訴訟判決同様、但書をその成立の経緯も踏まえて解釈すれば、それを原
告主張のように勤務量が常勤職員と同じ非常勤職員に例外的に月額報酬制を認
める規定と解するのは妥当ではないとしつつ、但書に基づき条例で特別な定め
をする場合に勘案すべき要素について、他の判決には見られない多くの要件を
具体的に挙げているのがこの判決の特色である。
― 59 ―
行政委員の報酬制度について
　またもう１つの特色は、判決が勘案すべき諸要素として示したもののうちの
最後の報酬額について実際にふれていることである。すなわち判決は上の判示
に続いて、こうした諸要素の勘案という点から見て、栃木県条例の制定に議会
に委ねられた裁量権の逸脱又は濫用がないかを検討するのであるが、その冒頭
で、「法203条の２第２項本文、法２条14項（地方公共団体はその事務処理に
当たっては最小の経費で最大の効果を挙げるよう努めるべきことを定めた規定
―筆者）及び地方財政法４条１項（地方公共団体の経費は、その目的達成のた
めの必要且つ最小の限度を超えて、支出してはならないことを定めた規定―筆
者）の規定の趣旨をも併せ考えれば、報酬額については当然に相当なものと言
える範囲にとどまるべきであり、地方公共団体の議会に与えられた裁量権を逸
脱し、又は濫用したものと認められるかについては、報酬の多寡が重要な要素
となると解される」として、訴えの対象となった栃木県の７行政委員会の会長
（委員長）及び委員の具体的な報酬額を示しているのである（兵庫訴訟判決や
愛知訴訟判決では、「報酬額の多寡についての当、不当の問題はともかくとし
て」とか、「月額報酬の額の適正、相当性については争点ではないから立ち入
らない」とされるのみである）。
　それは単に各会長（委員長）や委員の月額報酬額のみを掲げるのではなく、
併せて各委員会への出席回数、他の都道府県における各委員会の会長（委員長）
や委員に対する報酬の定め方として、日額制と月額制を採用する割合、月額制
を採用している都道府県の月額報酬額の平均値をも示したものであるが、ただ
判決はこのように報酬にまつわる様々の具体的数値を示しながらも、直ちに、
かつ明確に報酬額の相当性について結論めいたことをのべるということはして
いない。しかしよく見るとそうした報酬にまつわる数値の挙示は他の地方公共
団体の報酬の平均額等に比べて栃木県のそれは高くはないこと（むしろ低いこ
と）が自ずから看取されるようなまとめとなっている。
　先ずこうしておいて判決は次に、栃木県の収用委員会、人事委員会、労働委
員会、選挙管理委員会、教育委員会、公安委員会の各委員及び非常勤の監査委
― 60 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　合併号（2012年）
員の職務の内容等についてかなりくわしくふれている。その内容はここでは省
略するが、判決はこうした検討を経て、「以上によれば、本件各委員に対する
報酬として、それぞれ月額制の報酬として、上記各報酬額を定めた本件各条例
（栃木県では各委員会の委員毎に報酬及び費用弁償に関する条例が作られてい
るようである―筆者）の本件各条項は、本件各委員の職務の内容や勤務の態様、
各委員の職責、事前の準備等、必要な識見の維持、向上のための努力などを総
合的に評価して定められたものと解され、また、上記のとおり、他の都道府県
の報酬の額と比較しても、その額が高額であるということはできないところ、
これが地方公共団体の議会に委ねられた裁量権を逸脱又は濫用したものと評価
することはできない」と結論する。
　こうして筆者が見た下級審の関連３判決はいずれも滋賀訴訟１、２審判決を
真っ向から否定するものであるが、すでに繰り返しのべているように筆者の立
場からすれば、これがごく自然な判断であって、滋賀訴訟においても当然こう
した判断が示されるべきであったと思われる。それがそうはならずに、法理論
的にはきわめて疑問があるものの、マスコミや住民運動の関係者にとってはそ
の関心にマッチする判決が行政委員の報酬制度に関する最初の判決として出さ
れたのは、問題の法学的な落着いた検討という観点からすれば、まことに不幸
なことであったというべきであろう。
註
（13） 神戸地判平成22・４・27判例集未登載。
（14） 名古屋地判平成22・７・15判タ1362号102頁。
（15） 東京高判平成23・10・12判時2137号37頁。
５　最高裁判決
　平成23年12月に言い渡された滋賀訴訟最高裁判決は、４で見た下級審の３
判決とその基本的構図をほぼ同じくしている。すなわち最高裁も、但書は常勤
の職員と勤務量を同じくする非常勤の職員がいる場合に例外的に月額報酬制
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等の日額報酬制以外の報酬制をとり得ることを定めた規定という原告の主張を
採用せず、但書はそれが適用される実体的要件については何ら規定していない
こと、非常勤職員は多種多様であり、その報酬制度については政策的、技術的
見地からの判断が必要であること、さらに昭和31年改正の経緯等からすれば、
203条の２第２項は非常勤職員の報酬制度を原則日額報酬制としつつも、条例
でそれ以外の方法を定めることも可として、その決定を議会の裁量権に基づく
判断に委ねたものと解されるとし、続いて滋賀県条例の選挙管理委員会委員
（冒頭にのべたように滋賀訴訟は滋賀県労働委員会、収用委員会、選挙管理委
員会の３委員会の各委員の月額報酬に係る公金の支出の差止めを求めたもので
あったが、最高裁係属中の平成23年４月１日より労働委員会と収用委員会の各
委員については日額報酬制に変更されたため、最高裁判決は選挙管理委員会委
員の月額報酬制のみを対象としている）についての月額報酬制の規定がこのよ
うに議会に委ねられた裁量権の範囲を超え又は濫用するものであるか否かを判
断するのである。
　下級審判決が原告らの但書解釈について、「条文上そのような制限は明示さ
れていない」とか、「狭きに過ぎると言わざるを得ない」といい（兵庫訴訟判決）、
また「条文上このような限定を読み取ることはできない」とか、「単に勤務実
態（勤務日数）のみに着目して議会の裁量権の範囲を画することは相当ではな
い」といい（愛知訴訟判決）、さらに「規定の文言上、これ（日額によらない
報酬を定めること―筆者）ができる場合の実体的要件や基準については明示さ
れていない」とか、「衆参両議院の審議の経過を見るに、条例で特別の定めを
するについて、勤務実態が常勤の職員とは異ならないといえる場合に限られる
との趣旨が明確にされていたとは認められない」といって（栃木訴訟判決）、
明確にそれを退けているのに対し、最高裁判決はそうした明確な否定はしてい
ないが、そのいわんとするところは、但書の適用は原告らの主張のようなケー
スに限られるわけではなく、議会の裁量権に基づく判断に委ねられるというこ
とであるから、実質的には最高裁判決と４でみた下級審の３判決はその判断
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方法や内容において類似しているといえるのである。
　このことを前置きとして、最高裁判決を見ると、判決は先ず、「法203条の２
第２項ただし書は、普通地方公共団体が条例で日額報酬制以外の報酬制度を定
めることができる場合の実体的な要件について何ら規定していない。また、委
員会の委員を含め、職務の性質、内容や勤務態様が多種多様である普通地方公
共団体の非常勤の職員…に関し、どのような報酬制度が当該非常勤職員に係る
人材確保の必要性等を含む当該普通地方公共団体の実情等に適合するかについ
ては、各普通地方公共団体ごとに、その財政の規模、状況等との権衡の観点を
踏まえ、当該非常勤職員の勤務の性質、内容、職責や勤務の態様、負担等の諸
般の事情の総合考慮による政策的、技術的な見地からの判断を要するものとい
うことができる。このことに加え、…昭和31年改正の経緯も併せ考慮すれば、
法203条の２第２項は、普通地方公共団体の委員会の委員等の非常勤職員につ
いて、その報酬を原則として勤務日数に応じて日額で支給するとする一方で、
条例で定めることによりそれ以外の方法も採り得ることとし、その方法及び金
額を含む内容に関しては、上記のような事柄について最もよく知り得る立場に
ある当該普通地方公共団体の議決機関である議会において決定することとし
て、その決定をこのような議会による上記の諸般の事情を踏まえた政策的、技
術的な見地からの裁量権に基づく判断に委ねたものと解するのが相当である」
とする。
　先に指摘したように原告の但書解釈を必ずしもストレートに否定してはいな
いが、暗にそのように解する根拠は存在しないことをのべて、実質的にはそれ
を否定し、203条の２第２項はむしろ日額報酬制を原則としつつ、議会がその
裁量権に基づいて条例という形式により、それ以外の支給方法と金額を含む支
給内容を定めることができることを認めた規定と最高裁はいうのである。
　ただここで最高裁が議会が裁量権を行使するに当たって何を考慮すべき事情
としているかは、上の説明ではやや分かり難いところがある。直接的に挙げら
れているのは非常勤職員の勤務の性質、内容、職責や勤務の態様、負担等であ
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るが、上の説明の表現の理解次第では、それに止まらず、当該普通地方公共団
体の財政の規模、状況等との権衡も諸般の事情の中に数え入れられないわけで
はなく、さらに見方によっては、当該非常勤職員に係る人材確保の必要性も考
慮すべき事情といえなくもないから、そうなると総合考慮すべき諸般の事情は
相当多いということになる（横田裁判官の補足意見では、「各非常勤職員の勤
務日数・時間…のみならず、職務の性質、権限の性質・内容、職責、選任され
ることにより受ける各種の制約、人材を確保するための報酬額の在り方、その
他当該地方公共団体の財政規模とその状況等」が総合考慮すべき諸般の事情と
されていて、人材確保の必要性や財政規模・状況も他の事情と同一レベルの事
情とされている）。それが適切な理解の仕方だとすれば、最高裁判決は、先に
見たように、議会が条例をもって特別な定めをするに当たって勘案すべき各種
の要素として、「勤務日数や執務時間、業務の繁忙等の業務の実態、各委員の
業務内容、業務の性質、権限の内容や性質、委員が負うこととなる職責、兼業
禁止等の各種制限、各地方公共団体における財政規模や財政状況、適性を備え
た人材確保の必要性とそのための相当な報酬額」等を挙げた栃木訴訟判決に特
に似ているといえよう。
　ともあれ最高裁は議会が政策的、技術的な見地からの裁量権に基づく判断を
行うに際して踏まえるべき諸般の事情として、このように勤務量以外にも多様
な事情を挙げ、次いで、「したがって、普通地方公共団体の委員会の委員を含
む非常勤職員について月額報酬制その他の日額報酬制以外の報酬制度を採る条
例の規定が法203条の２第２項に違反し違法、無効となるか否かについては、
上記のような議会の裁量権の性質に鑑みると、当該非常勤職員の職務の性質、
内容、職責や勤務の態様、負担等の諸般の事情を総合考慮して、当該規定の内
容が同項の趣旨に照らした合理性の観点から上記裁量権の範囲を超え又はこれ
を濫用するものであるか否かによって判断すべきものと解するのが相当であ
る」という。
　上にのべたように多様な総合考慮すべき諸般の事情の中で、直接的には当該
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非常勤職員の職務の性質、内容、職責や勤務の態様、負担が挙げられているが、
これも上に示唆し、また後にものべるように、判決の実際の総合考慮において
は加えて人材確保の必要性にも言及がされている。さらに最高裁判決では先に
のべたような事情で選挙管理委員会やその委員のみが対象であるにもかかわら
ず、判断過程では、併せて労働委員会や収用委員会、あるいはその委員につい
ても簡単ながらふれられることがある。以下そうした最高裁判決の具体的な展
開を、判決原文をほぼ全文引用しながら（判決は極めて簡潔であるので、むし
ろそうしないと判旨が理解しにくい）追うことにしよう。
　判決は諸般の事情の総合考慮に当たって、最初に職務の性質、内容及び職責
の３点について、選挙管理委員会委員に月額報酬制をとる滋賀県条例の規定の
合理性を判断し、「そもそも選挙管理委員会を始め、労働委員会、収用委員会
等のいわゆる行政委員会は、独自の執行権限を持ち、その担任する事務の管理
及び執行に当たって自ら決定を行いこれを表示し得る執行機関であり（法138
条の３、138条の４、180条の５第１項から３項まで）、その業務に即した公正
中立性、専門性等の要請から、普通地方公共団体の長から独立してその事務を
自らの判断と責任において、誠実に管理し執行する立場にあり（法138条の２）、
その担任する事務について訴訟が提起された場合には、その長に代わって普通
地方公共団体を代表して訴訟追行をする権限も有する（法192条等）など、そ
の事務について最終的な責任を負う立場にある。その委員の資格についても、
一定の水準の知識経験や資質等を確保するための法定の基準（法182条１項、
土地収用法52条３項等）又は手続（法182条１項、労働組合法19条の12第３項、
土地収用法52条３項等）が定められていることや上記のような職責の重要性に
照らせば、その業務に堪え得る一定の水準の適性を備えた人材の一定数の確保
が必要であるところ、報酬制度の内容いかんによっては、当該普通地方公共団
体におけるその確保に相応の困難が生ずるという事情があることも否定し難い
ところである。そして、滋賀県選挙管理委員会の業務も、…、国会及び県議会
の議員並びに県知事の選挙の管理という重要な事項に関わるものを中心とする
― 65 ―
行政委員の報酬制度について
広範で多岐にわたる業務であり、公正中立性に加えて一定の専門性が求められ
るものということができる」という。
　ここでは何よりも選挙管理委員会等の行政委員会が独自の執行権限を持ち、
独立の行政主体として自ら担任する事務の管理及び執行に当たって決定を行い
これを表示し得る執行機関であることが指摘されている。このことは職務の性
質、内容及び職責という３つの事情のいずれにも関わるものであるが、筆者も
冒頭にのべているかつての自らの論稿「労働委員会の委員の報酬について」に
おいて、行政委員が他の非常勤職員と異なって、このように地方自治法上長と
並んで挙げられている執行機関・行政主体（行政法学でいう「行政庁」）の常
任のメンバーであるということが、その報酬制度を考える上での重要なポイン
トであることを強調した。端的にいえば地方公共団体がこれまで行政委員のほ
とんどについて月額報酬制をとってきたのは、もっぱらこうした執行機関・行
政主体（行政庁）の常任の一員であるという行政委員の地位や職責のためで
あって、仮に行政委員の月額報酬制を否定しようとすれば、むしろ、行政委員
がこのように他の非常勤職員とは大きく異なる地位や職責を有するにもかかわ
らず、報酬の支給方法においては一般の非常勤職員と同じ扱いで足りるとする
ことの理由をそれなりに示す、あるいは少なくとも何らかの言及をすることが
求められると考えるのがふつうであろう。
　しかし滋賀訴訟大津地裁判決は前述のように、そもそも地方自治法上労働委
員会等３委員会が執行機関・行政主体（行政庁）とされていることの認識があ
るのかさえ疑われるほど、それらの委員会及び委員の執行機関・行政主体（行
政庁）という地位の特色や職責には全くふれていない。また大阪高裁判決も行
政委員会や行政委員という性格にはふれているが、それを超えて行政委員会が
地方自治法上執行機関・行政主体（行政庁）とされていることに特に注目して
いる気配はなく、したがってそのことを行政委員の報酬制度を考えるに際して
の意味のあるファクターとはしていない。
　他方前述のように兵庫訴訟判決や愛知訴訟判決は行政委員会のこうした地方
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自治法上の位置づけに注目し、またそれを強調している（ただし、栃木訴訟判
決は訴えの対象である各行政委員会の職務内容等を比較的くわしくのべるもの
の、こうした行政委員会の地方自治法上の位置づけについては直接には言及し
ていない。しかしそれは本件各委員の職務の内容、勤務の態様、職責、事前の
準備等、必要な識見の維持、向上のための努力などを指摘すれば、それだけで、
月額報酬制の採用が裁量権の逸脱又は濫用に当たらないとの結論は導き出せる
と考えたためであるように見受けられる）。
　こうしてみると行政委員会の一般的性格のみならず、特に地方公共団体に設
置された行政委員会の地方自治法上の位置づけや権限等に関する規定にまで目
を配るかどうかで、その報酬制度に対する判断が分かれるといえよう。それは
いい換えれば、行政委員の処遇を考えるに当たって、非常勤という形式面に重
点を置くのか、それともその権限や職責といった実質面に重点を置くのかの違
いでもあるが、元来多種多様で国の行政組織には見られない職員をも含む地方
公共団体の非常勤職員について、非常勤という指標のみによって一括して報酬
制度を設定しようとした当初の政府案がいささか強引で無理があり、そのため
但書が追加されたわけであるから、やはり実質面を重視した兵庫訴訟判決、愛
知訴訟判決、及び滋賀訴訟最高裁判決の方が妥当な判断の仕方をしているとい
うべきであろう。
　続いて判決は総合考慮すべき事情として直接的に挙げた事情のうちの残りの
２つ、すなわち勤務の態様と負担について判断し、「また、勤務の態様、負担
等については、本件委員の（月間の―筆者）平均登庁実日数は1.89日にとどま
るものではあるものの、…広範で多岐にわたる一連の業務について執行権者と
して決定をするには各般の決裁文書や資料の検討等のため登庁日以外にも相応
の実質的な勤務が必要となる上、選挙期間中における緊急事態への対応に加え
て衆議院や県議会の解散等による不定期な選挙への対応も随時必要となるとこ
ろであり、また、事件の審理や判断及びこれらの準備、検討等に相当の負担を
伴う不当労働行為救済命令の申立てや権利取得裁決及び明渡裁決の申立て等を
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処理する労働委員会や収用委員会等と同様に、選挙管理委員会も選挙の効力に
関する異議の申出や審査の申立て等の処理については争訟を裁定する権能を有
しており（公職選挙法202条等）、これらの争訟に係る案件についても、登庁日
以外にも書類や資料の検討、準備、事務局等との打合せ等のために相応の実質
的な勤務が必要となるものといえる。さらに、上記のような業務の専門性に鑑
み、その業務に必要な専門知識の取得、情報収集等に努めることも必要となる
ことを併せ考慮すれば、選挙管理委員会の委員の業務については、形式的な登
庁日数のみをもって、その勤務の実質が評価し尽くされるものとはいえず、国
における非常勤の職員の報酬との実質的な権衡の評価が可能となるものともい
えない。なお、上記の争訟の裁定に係る業務について、一時期は申立て等が少
ないとしても恒常的に相当数の申立てを迅速かつ適正に処理できる態勢を整備
しておく必要のあることも否定し難いところである」という。
　一読明らかなように、勤務の態様や負担の考慮に当たっては単なる登庁日数
のみならず、所掌事務の検討のための庁舎以外での勤務、争訟に係る事務の処
理のための登庁日以外の相応の実質的な勤務、業務に必要な専門知識の習得、
情報収集等に努める時間等をも考慮すべきことを説いて、原告の主張や１、２
審の判断を退けるのである。すなわち、そもそも勤務量を唯一の例外適用の事
由とする主張や判断を退けるとともに、その勤務量を登庁日数と同視すること
も狭きに過ぎるとするのである。こうして原告の主張や１、２審の判断は二重
に否定されることになる。
　なお判決はおそらく近年の労働委員会への救済命令申立事件数の減少等をも
念頭に置いてのことであろうが、念を入れて、一時期は取扱事件数が少ないと
しても恒常的に相当数の申立てを迅速、適正に処理できる態勢を整備しておく
ことの必要性も指摘している。その意はしたがって専門的能力を持った人材を
常に一定数確保しておくことが必要であり、そのことに資すると思われる報酬
制度は合理的と評価されるということであろう。
　こうして判決は結論として、「以上の諸般の事情を総合考慮すれば、本件委
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員について月額報酬制を採りその月額を20万2000円とする旨を定める本件規
定は、その内容が法203条の２第２項の趣旨に照らして特に不合理であるとは
認められず、県議会の裁量権の範囲を超え又はこれを濫用するものとはいえな
いから、同項に違反し違法、無効であるということはできない」とするのであ
る。
　４でみた下級審の関連３判決と比べてやや簡潔すぎるきらいはあるが、そ
の判旨は、当時の自治庁のスタッフの解説や解釈をそのまま引き写したり、立
法の経緯を極めて一面的に捉えたりしている１、２審判決に比べてごく自然に
納得できる妥当なものといえよう。ただ横田裁判官が２審判決が前に紹介した
ように、「今日では、多くの地方公共団体において財政的困難に直面し、首長
等が法や条例で規定されている給与を一部カットする非常措置をとったり、職
員の給与に減額措置をとるような状況に立ち至っていることは周知の事実であ
る。また、一般にも、より適正、公正、透明で、説明可能な行政運営が強く求
められる社会状況になっている」と判示していることを、その状況認識、指摘
自体は妥当なものと思われるとしていることについては、その際にものべたよ
うに、立法裁量の問題と行政運営の問題を混同するものとして賛成できない。
６　むすび
　以上見たように滋賀訴訟１、２審判決のような但書解釈は兵庫訴訟判決、愛
知訴訟判決、栃木訴訟判決等の下級審判決では否定され、最高裁も同様にそう
した但書解釈を採用しなかった。筆者の立場からすればようやく但書の解釈が
正常なものになったとの印象を受けるが、ただいうまでもなくこうした滋賀訴
訟１、２審判決のような但書解釈を否定した判決は、行政委員の報酬制度は月
額報酬制でなければならないとするものではなく、そうした制度の採用も裁量
権の踰越又は濫用に当たるものとして違法無効となるものではないとするもの
にすぎない。要するに月額報酬制をとることも諸般の事情に照らして特に不合
理と判断されない限りは認められるということであるから、今後は日額報酬制
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と月額報酬制のいずれもが選択肢としては可ということになり、どちらが当該
自治体にふさわしいかという政策的判断によって月額報酬制度の維持あるいは
変更が決せられることになる。このいずれが採用されるべきかということにつ
いても筆者なりにいささか考えてえいることはあるが、本稿は最初にも断った
ように行政委員の報酬制度の法的検討を目的とするものであるから、その点は
別の機会に譲ることにして、最後にこれまで論じてきたことを受けて、途中で
のべたことと重なるところもあるが若干の感想めいたことを記しておくことに
したい。
　それは我が国では比較的ポピュラーな官僚（庁）法学ともいうべきものの影
響力や功罪、あるいは裁判報道のあり方に関してである。周知のように我が国
では重要な法律や国民の関心を惹く法律が制定されると、その法案を作成し、
成立後はその執行の任に当たる官庁のスタッフがときには大部の注釈書ないし
解説書を著わし、市販することが往々にしてある。筆者はイギリス法に関心を
持ってこれまで研究生活を過してきたが、管見の限りでは彼の国ではそうした
例を見たことはないから、こうした現象はあるいは我が国特有のものかとも思
われるが、いずれにせよ、そうなるとその書は法案作成者すなわち実質的立法
者の手になる解説・解釈書として絶対視され、その説くところは無謬のものと
して受け取られることになるのである。いわばバイブルとなるのであって、筆
者はこのことを地方公共団体の情報公開審査会や個人情報保護審議会の委員を
委嘱され、務めていたときに何度も痛感した。
　周知のようにこれらの審査会や審議会の主要な任務は開示請求に対する非開
示ないし部分開示の決定についてなされた不服申立てに関し、実施機関の諮問
を受けて委員の意見をまとめ、答申することであるが、我が国の通常のやり方
では答申をまとめるための委員の会議の下準備（争点のまとめとそのことにつ
いての法律や条例の関係規定の解釈例と当該地方公共団体や他の地方公共団体
における先例の収集がその中心になる）は審査会や審議会の庶務を担当する当
該地方公共団体の職員が行う。そしてその際彼等がほとんど絶対的なものとし
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て依拠するのは総務省のスタッフによって著わされた情報公開法（「行政機関
の保有する情報の公開に関する法律」）や個人情報保護法（「行政機関の保有す
る個人情報の保護に関する法律」）の解説・解釈書とそれらに基づき当該地方
公共団体のスタッフがまとめた情報公開条例や個人情報保護条例の「解釈運用
基準」である。つまり担当職員はしばしばそうした解説・解釈や基準に従って
答申がまとめられるよう努めるのである。端的にいえば、地方公共団体の職員
にとっても中央省庁はいわば「本省」であり、その本省が自ら法案を作成し、
成立後は執行に責任を持つ法律についてなした解説や解釈は委員の見解に伍し
て、ときにはそれにも増して尊重されるべきものとされるのである。
　筆者は行政機関の非開示や部分開示の決定の適法性についての審議に当たっ
て、過度に行政機関のスタッフによる解説・解釈や基準に依拠することの問題
性を時折り会議でのべ、また判例批評等でも指摘したことがあるが、そうした
意見はほとんどまともには取り上げられない。ことほどさように法案を作成
し、その成立した法律の執行に当たる官庁のスタッフによる解説・解釈は、行
政実務において強い影響力を持つのであり、筆者が官僚（庁）法学というのは
こうした威力を持つ官庁のスタッフによる法律の解説・解釈のことである。
　むろん官庁のスタッフが自らが関わる法律について解説や解釈を公にするこ
とは全面的に批判されるべきことではないし、実際筆者自身もそうした解説・
解釈書を繙いて参照することがしばしばある。そこには最も密接に当該法律の
制定に携わり、施行の任に当たる者ならではの知見が見られることがあるし、
第一線の行政実務家的立場からの参考になる指摘もある。また制定のねらいや
審議・成立の経緯についての資料的価値が含まれていることもある。
　しかしそこにはまた官庁生活の中で身につけた、あるいは身につけさせられ
た特有のロジックやレトリックが見受けられることもあるのである。それは要
するに条文の文言を深入りせずに要領よく、いい換えれば、紛義を生じさせな
いよう一般的に説明するテクニックである。あるいはまた立法に関与した者や
官庁の不都合をできれば回避しようという意識的、無意識的な工夫も官僚（庁）
― 71 ―
行政委員の報酬制度について
法学においては施されることがある。
　わざわざ直接本件訴訟とは関係なさそうなこうしたことから感想をのべ始め
たのは、結局今回の行政委員の報酬制度をめぐる論議も滋賀訴訟大津地裁判決
に端を発し、この判決は何度ものべたように、『遂条地方自治法』や『改正地
方自治法詳解』という代表的な官僚（庁）法学書の１つに基づくものだからで
ある。つまり官庁（庁）法学は行政実務のみならず、司法にも大きな影響を及
ぼしているのである。
　しかし官僚的なロジックやレトリックで一見巧みになされた但書解釈も、一
歩踏み込んで考えれば、その不自然さに気がつくはずであるし、また法曹なら
ば当然そのことに気がつくべきであろう。すなわち『逐条地方自治法』や『改
正地方自治法詳解』は但書は常勤職員と同じ勤務量の非常勤職員がいる場合に
適用される規定とするのであるが、それはそういう非常勤職員については当然
常勤職員と待遇を同じくすべきとの前提に立った上で、但書はその均等待遇の
ための規定であるとするものであろう。しかし待遇を同じくするというのであ
れば、基本的な方策は、非常勤職員でも当該業務の遂行は可能としていた見通
しのミスを認め、非常勤職員の常勤職員化を図ることであろう。
　具体的には、現行法にすでにある一部委員について常勤化を可能とする条項
を活用したり、あるいは法改正によって常勤とすることができる委員の数を増
やしたり、さらには原則常勤とすることなどが考えられるであろう。こういう
考えに対しては、そのような抜本的な対策をとるまでのつなぎの措置、あるい
は今後常勤化あるいは非常勤の維持のいずれを選択すべきかを見極めるまでの
当面の措置としてとりあえず給与上の待遇の同等化を図ろうというのが但書の
趣旨であるという反論があるかもしれない。しかし給与上の待遇の同等化をい
うのであれば、何よりも支給総額の同等化であるはずであるが、そのためには
但書に依拠する必要はないのである。勤務量が常勤職員並みの非常勤職員であ
るならば、日額制のままでも支給総額は常勤職員と同等となり、場合によって
はそれを凌駕することさえあるであろう。万一定められた日額が低くて、支給
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総額が常勤職員のそれに及ばないということであれば、日額を引き上げれば済
むことである。もっとも日額制の場合でも203条の２第４項によって１日当た
りの額は条例で決めることになっているから、日額の引上げにも条例改正が必
要であるが、203条の２第２項但書による支給方法の変更やそれに応じた支給
総額の決定という手続を経るまでもなく、こうした簡単な手続で常勤職員並み
の勤務量の非常勤職員の給与上の待遇の同等化は実現できるのである。またこ
うした措置の方が暫定措置という要請には適うであろう。
　こうしてみると、但書は勤務量が常勤職員と同等の非常勤職員の給与上の待
遇の同等化をねらいとするものではなく、むしろ支給方法を月額制にすること
によって当該非常勤職委員の職務の重要性に対する評価を表すことをねらいと
する規定と見るべきなのである。つまり勤務の形態からすれば常勤職員並み
の、あるいはそれに近い額を支給するほどではないが、その遂行している職務
の性質からすれば、通常の非常勤職員よりも高い給与上の評価が必要であると
か、望ましいとか思料される非常勤職員がいる場合に、そうした評価を支給方
法という形で示すための規定と理解すべきなのである。
　このように考えると、勤務量が常勤職員と同じ非常勤職員という存在を持出
し、恰も両者の給与上の待遇を同じにするのが但書のねらいであるかのように
説く『逐条地方自治法』や『改正地方自治法詳解』の解釈には明らかに看過で
きない不自然さがあることが分かるであろう。少なくともそうした解釈にいさ
さかなりとも疑問を抱き、自ら但書制定の経緯を調査し、あるいはその意義を
検討・考察しようとするのが法曹の感性というものであろう。ところが途中で
も指摘したように滋賀訴訟大津地裁の裁判官には全くそういう感性が窺われな
いし、大阪高裁判決ももっぱら核心の周辺を彷徨しているといった感を否めな
い。また先にふれた判例タイムズの無名解説子もおそらく法曹であろうが、一
般論としては但書の意義は『逐条地方自治法』等の説くとおりであろうと簡単
に結論していて、やはり当然抱くべき疑問を抱いていない。
　これらのことからすると、現在の法曹教育の一部に要領よく言葉を継いで辻
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褄を合わせるような条文解釈、すなわち悪しき官僚（庁）法学を評価するよう
な風潮があるのではないかという疑いすら感じられるが、官僚（庁）法学に接
する側はこれまでに見たように、ときにはそこに立法に関与した者や官僚（庁）
の思惑や利益が忍び込まされていることを充分警戒する必要があろう。同時に
また官僚（庁）法学の主体の側も自らの法学徒としての学問姿勢を厳しく律す
るべきであろう。
　なお付け加えていうと、筆者は念のためと思い、塩野宏東大名誉教授、園部
逸夫元最高裁判事、室井力名大名誉教授等が編集あるいは監修者（の１人）と
なっている『注釈地方自治法』（第一法規）、『地方自治法Ⅱ』（青林書院）、『基
本法コンメンタール地方自治法』（日本評論社）等の但書解釈に当たってみた。
しかしいずれも『逐条地方自治法』や『改正地方自治法詳解』と同旨であった。
それも調べ、検討した結果同じ結論になったというのではなく、明らかに、『逐
条地方自治法』や『改正地方自治法詳解』がそう説くからには、調べ、検討す
るまでもないといった体の同様の解釈であった。学界もまた官僚（庁）法学の
影響を受け、それに追随することを特に異としないところがあるのである。法
律雑誌においても筆者は註（12）で示している南川氏の論文を除いては、『逐条
地方自治法』あるいは『改正地方自治法詳解』の但書解釈やそれに基づく滋賀
訴訟大津地裁判決に疑問を呈する記事や論文を見たことはない。
　さらにまたこれらのことは我が国のジャーナリズムにおける司法記事・番組
のレベルの問題をも考えさせる。滋賀訴訟大津地裁判決を受けて盛んな報道が
なされたが、それはすべて基本的には判決の立場に立って現在の行政委員の報
酬を（ときには揶揄的に）批判するものであった。単純に勤務日数と報酬額を
比べて１日当たりの報酬額がいかに高額であるかを示し、公金支出の無駄を指
摘するものが圧倒的だったのである。そこには判決の内容を落着いて分析し、
その適否について先ず判断しようという姿勢はみじんも見られなかった。行政
委員の地方自治法上の位置づけや但書成立の経緯にきちんとふれたものもほと
んどなかった。
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　元々我が国のジャーナリズムの司法記事・番組で信用できるのは、判決が出
されたという事実と、有罪・無罪、合憲・違憲等の結論のみであり、判決内容
については判決文を見るしかないというのが、従来からの筆者の印象であった
が、今回の行政委員の報酬をめぐる報道に接して、さらにその感を深くした。
きちんとした記事の書ける司法記者の育成もまた、正確な法論議のためには重
要な課題であるとの印象を改めて抱いた次第である。
追記　本稿でのべている昭和31年の衆参両院の地方行政委員会における但書に
ついての審議の模様は、一々頁は示さないが、すべて国立国会図書館の国会会
議録検索システムに拠っている。
